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はじめに 

建築物のホールライフカーボン（WLC）では、ライフサイクルの観点から建物の生涯にわた

る CO2 管理が、またスコープ１，2，3 の視点からバリューチェーンの全領域における CO2 管理

が検討対象となる。WLCA（WLC アセスメント）に基づく脱炭素の検討は、建物の新築、運用、

改修、解体等のすべての側面に強い影響を及ぼす。 5 

建築分野の脱炭素においては、WLC、エンボディドカーボン、アップフロントカーボン、オ

ペレーショナルカーボン、についての検討が必要である。従来、ゼロカーボンビルの議論の対

象は一般にオペレーショナルカーボンであったが、近年それが WLC に拡大してきた。 

世界全体の CO2 排出量の 38～39％は建築由来のものである。建築分野の責任は重い。建物か

らの CO2 排出量を生涯の累積値で評価すれば、一般にオペレーショナルカーボンが 70％、エン10 

ボディドカーボンが 30％である。省エネの取組が実施されている建物では、両者はそれぞれ

50％程度になる。新築後の 10 年間に限定して評価すればその内訳は逆転し、エンボディドカー

ボンが 70％程度、オペレーショナルカーボンが 30％程度となる。 

政府の地球温暖化対策計画（令和 7 年 2 月 18 日閣議決定）や政府が国連に提出する日本のＮ

ＤＣ（国が決定する貢献、令和 7 年 2 月 18 日提出）の目標として、2035 年度、2040 年度におい15 

て、2013 年度比の温室効果ガス 60％、73％削減が掲げられる今日、CO2 排出における時間の視

点を忘れてはならない。直近の脱炭素対策としてのアップフロントカーボン削減の有効性は高

い。2060年までに世界の不動産のストックは 2倍になると言われており、アップフロントカーボ

ン対策の緊急性が指摘される。 

行政におけるCO2削減の従来の動きは、新築建築を対象にした省エネ、すなわちオペレーショ20 

ナルカーボン削減の取組が主であった。しかし、2024 年 11 月には、内閣に「建築物のライフサ

イクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議」が設置され、WLC の削減に関し、関係省庁が

緊密な連携の下、必要な施策を総合的かつ計画的に推進するための議論が開始されている。一

方で、民間企業においては、有価証券報告書におけるサステナビリティ情報開示の義務化が

2027 年 3 月期から株式時価総額に応じて段階的に強化され、上場企業による CO2 排出量に関す25 

る情報開示が加速する見込みである。 

ゼロカーボンビル推進会議は、2022 年 12 月に国交省の支援に基づいて、WLC 算定ツール（J-

CAT）の開発を目的に一般財団法人 IBECs に設置された。2024 年度の推進会議では、親委員会

のもとに「ホールライフカーボン基本問題検討ワーキンググループ（WG）」並びに「ツール開

発」、「データベース検討」、「海外情報」及び「WLCA円滑運用検討」の 4つのサブワーキンググ30 

ループ（SWG）を設け、2025 年 3 月までの 1 年間にわたって精力的に検討を重ね、建築物ホー

ルライフカーボン（WLC）算定ツール（J-CAT ※）の開発・普及、データベースの検討、海外の

最新動向の収集などを行ってきた。本報告書は、2024 年度の検討結果をまとめたものである。 

 ※建築物 WLC 算定ツール（J-CAT）： 

「建築物ホールライフカーボン算定ツール（J-CAT／Japan Carbon Assessment Tool for Building 35 

Lifecycle）」は、推進会議のもとで開発された、建築物のライフサイクル全体を通じた CO2

をはじめとする GHG（温室効果ガス）排出量の算定ツール（算定ソフト及びマニュアル） 
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第 0 章 2024 年度ゼロカーボンビル推進会議の活動方針 

0-1. ゼロカーボンビル(LCCO2ネットゼロ)推進会議  設置の背景 

2050 年カーボンニュートラルの実現は今や世界的な目標である。我が国の建築物分野におい

ては、建築物省エネ法の改正等により、ＺＥＨ／ＺＥＢの普及・推進が進められている。 

一方、欧米を中心に、省エネ・創エネだけでなく、新築・改修・廃棄時に発生するカーボン5 

（いわゆる「エンボディドカーボン」）の削減に向けた議論が展開されている。  

特に、エンボディドカーボンのうちアップフロントカーボン（新築時に発生するカーボン）

の削減に向けて、その削減量を建築規制にしようとする海外の先進的な取組が見られるほか、

我が国の不動産業界においても、気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）の提言を

踏まえた情報開示のため、アップフロントカーボンの評価手法を確立しようとする動きが加速10 

している。 

産官学の連携により、ＢＩＭの活用などＤＸへの貢献も視野に入れつつ、国際社会・次世代

に通用する質の高い建築ストックの確保に向け、早急にエンボディドカーボンについての評価

手法を整備するとともに、使用時の省エネ・創エネも併せて総合的にＬＣＣＯ２を実質ゼロ、も

しくはそれ以下にする建築物、いわゆる「ゼロカーボンビル」を普及・推進することを目的と15 

して、「ゼロカーボンビル（ＬＣＣＯ２ネットゼロ）推進会議」を設置する。 

 

0-2. 2024 年度 ゼロカーボンビル推進会議の活動方針 

2023 年度までの活動を第一期、2024 年度からの活動を第二期と位置付けた。 

第二期の活動計画： WLCA（Whole Life Carbon Assessment）の実施に向けて 20 

１ WLCA の背景と国際動向 

1.1 スコープ 1，2，3 のパラダイムに基づく脱炭素の統合的管理 

1.2 金融/デベロッパー分野のリーダーシップによる WLCA の推進 

1.3 欧米各国における WLCA の制度化の進展 

 25 

２ J-CAT の普及/定着のための基盤整備 

2.1  J-CAT の維持管理 

  １） J-CAT の継続的改良 

    ・ 産業連関表のデータ整備 

    ・ 国際整合の検討：国際的水準を満たしているか？ 30 

  ２） J-CAT のＷＥＢ化 

2.2  J-CAT 利用の登録制度と質疑対応 

2.3  J-CAT 利用の人材育成 

   １）J-CAT の算定結果の信頼性確保のための制度整備：欧米の先行事例 

   ２）初/中/上級者向け講習/研修会の開催 35 
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３ 原単位データ整備のための基盤整備 

  3.1 ＰＣＲ/ＥＰＤ整備に向けた概念と枠組みの整理 

3.2 過渡期の WLCA の便宜的方法の整備 

  １） EPD データ未整備状態における和製 WLCA ツールの国際整合の検討 

3.3 産業界における原単位データ整備のための体制の強化 5 

  １）特に建材・設備産業界の参加意識の向上を支援するための仕組みの整備 

・WLCA の推進は避けられない方向であることの徹底 

・進まない EPD データ整備 → どこにボトルネックがあるか？  

２）将来の WLCA の制度化が産業界に及ぼす影響の発信 

・建材・設備市場における競争力と EPD の整備 10 

3.4  EPD 等の整備に向けた省庁連携体制の設置の支援 

     １） 国交/経産/環境/林野等の各省庁の参加 

3.5 PCR/EPD 整備に関わる産業団体が参加する統合的組織の設置の支援 

     １） SuMPO、BCJ、BL 等の関連団体の参加 

   ２）全体を俯瞰して総合調整する組織の必要性  15 

3.6 建材・設備産業界等に対する支援と連携体制の強化 

     １）国による産業分野に対する EPD 整備の支援 

     ２）制度化に向けて、官民連携体制の整備 

     ３） EPD 整備に向けた企業内人材育成の支援 

     ４） EPD 普及に向けたキャンペーンの実施：連続講座など 20 

 

４ 制度化のための行政基盤の整備支援 

4.1 国際動向の把握 

   １）EU や欧米各国における制度化の動向 

     ２）その他アジア太平洋地域への目配り 25 

4.2  J-CAT のＷＥＢ化に基づく、ケーススタディの実施とデータベースの作成 

  4.3  制度化に必要な基礎資料の整備 

        4.4  関連制度、関連ツールの整備 

     １）ＢＩＭ等 

 30 

５ 将来動向と新たな課題 

5.1 カーボニュートラル宣言の国際的、国内的動向と WLCA の実施計画 

   １）ＧＨＧ以外の環境負荷に対する取組の展望 

5.2  WLCA の新しい課題 

     １） ダイナミック LCA 35 

     ２） 固定/貯蔵炭素の取扱いの考え方 等 
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0-3. 2024 年度 ゼロカーボンビル推進会議体制 

 
図 0-1. 2024 年度 ゼロカーボンビル推進会議体制 

 

0-4. 2024 年度 活動スケジュール 5 

表 0-1 2024 年度 活動スケジュール 

 

ゼロカーボンビル推進会議
委員⾧:村上周三 東京大学名誉教授

ツール開発 SWG ①
主査:伊香賀 俊治 (前出）

データベース検討 SWG ②
主査:清家 剛 東京大学教授

海外情報 SWG ③
主査:堀江 隆一 CSRデザイン環境投資顧問社⾧

WLCA円滑運用検討SWG④
主査:坊垣 和明 東京都市大学名誉教授

ゼロカーボンビル推進会議 第II期（WLCAの実施に向けて）

連携ホールライフカーボン基本問題検討WG
主査:伊香賀俊治 住宅・建築SDGs推進センター理事⾧

【事務局:IBECs/JSBC】

連携

連携

WLCA: Whole Life Carbon Assessment

2024年度 活動体制

建設時GHG排出量算定マニュアル検討会
【事務局:不動産協会】

建材EPD検討会議
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建築物のライフサイクルカーボン削減に
関する関係省庁連絡会議
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16
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19

20

1
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PCR/EPD整備の課題検討 PCR/EPD整備推進団体との連携

J-CATなどWLCAツールの円滑運用および人材育成の検討

ツール進化

1/10

1/14
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第１章 活動成果概要  

ゼロカーボンビル（LCCO2 ネットゼロ）推進会議第Ⅱ期 1 年目の 2024 年度は、推進会議（親

委員会）のもとに、ホールライフカーボン基本問題検討WG並びにツール開発、データベース検

討、海外情報及び WLCA 円滑運用検討の 4つの SWG を設けて検討を進めた。主な活動成果は、

以下の 13 項目である。 5 

 

1-1.  WLCA 制度化に向けた論点整理と方向性の提案 

建築物の WLCA 制度化に向けて、対象範囲、報告義務/上限規制など制度化の論点を整理した

上で、日本における制度化の方向性について、当面と将来の 2 段階に分けて提案した。 

 10 
図 1-1. WLCA 関連制度化に向けた論点と想定される日本の方向性（案） 

1-2.  J-CAT®正式版の公開 

建築物ホールライフカーボン算定ツール・J-CAT について、2024 年 5 月公開の試行版に、AIJ 

建物の LCA 指針の最新データベースの反映、EPDデータの充実などさらなる改良を加え、2024

年 10 月に正式版として公開した。なお、使用者登録者数の累計は 2025 年 3 月末時点で 2,600 名15 

以上となった。 

 

図 1-2. J-CAT 正式版の試行版からの主な改良点 

日本
（案）想定される方向性論点

将来当面
●1.1 WLC（EC+OC）（+省エネ規制）

1. 対象範囲
●1.2 EC（UC）, OC個別規制
●2.1 報告義務

2. 報告義務/上限規制
●2.2 上限規制
●●3.1 建築許可（＋完了検査）3. 担保措置

（建築許可/完了検査） 3.2 完了検査
●4.1 新築4. 対象行為

（新築/改修） ●4.2 新築＋改修
5.1 非住宅

5. 対象用途
●●5.2 非住宅＋住宅

WLCA: Whole Life Carbon Assessment,  WLC: Whole Life Carbon 
EC: Embodied Carbon, UC: Upfront Carbon,  OC: Operational Carbon
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1-3.  J-CAT 正式版によるケーススタディ 

 28 事例、8 用途、4 構造種別、延床面積 2,000 ㎡未満～100,000 ㎡以上の多種多様なケーススタ

ディを通して、アップフロントカーボン、ホールライフカーボンの用途別、構造別傾向を分析

した。アップフロントカーボンの新築平均は約 1,170 kg-CO2 e /m2、ホールライフカーボンの新

築平均は約 109 kg-CO2 e /m2・年となった。 5 

 
図 1-3.  J-CAT 正式版によるケーススタディ 

1-4.  J-CAT と CASBEE-建築との連携 

CASBEE-建築のホールライフカーボン簡易計算のためのデータベースを J-CAT によって新た

に作成した。新たなデータベースが組み込まれた CASBEE-建築（新築）2024 年版の評価ソフト10 

ver1.0 が 2025 年 3 月に公開された。 

 

図 1-4.  J-CAT と CASBEE-建築との連携 
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1-5.  建材データベース作成の基本方針立案 

 WLC 制度化に備え、原単位データ整備の基本方針として、当面は日本建築学会の産業連関表

ベースの LCA データベースを基本に一部現存する EPD データを併用し、将来は EPD 等の個別

製品データ中心に移行することを目指すという方針を提案した。 

 5 

図 1-5. 建材データベース作成の基本方針立案 

 

1-6.  データベース認証体制の当面の課題と将来展望の整理 

データベース認証体制に関する人材育成の加速化、先行する検証機関からのサポートによる

組織体制構築という当面の課題、検証サービス開始の将来展望について示した。 10 

 

図 1-6. データベース認証体制構築に向けた取り組み（案） 
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1-7.  建材 EPD 検討会議との連携 

PCR 策定や EPD 等データ整備の推進を目的とする「建材 EPD 検討会議」が日本建材・住宅設

備産業協会の中に設置され、データベース検討 SWG と連携して取り組みを推進した。 

 

図 1-7.  建材 EPD 検討会議体制 5 

 

1-8.  日独意見交換会の開催 

データベース調査の一環として、ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）との意見交換

会を実施し、EU 指令への対応を見据えた EPD とジェネリックデータの整備方針など、ドイツに

おける LCA の最新動向について調査した。 10 

 
図 1-8.  BBSR の展望 
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1-9.  先行する海外（欧米、アジア圏）動向調査 

欧米、及び 2024 年度はアジア圏の WLC に関する制度化の動向調査を実施した。 

＜欧米＞ 

EU では EPBD の改正で 2026 年に上限値導入を含むロードマップ策定予定。2028 年に 1,000 ㎡

以上の新築、2030 年にすべての新築に WLC 評価義務予定。フランス、デンマークなどでは、2-5 

3 年ごとに上限値を強化の方針。 

国に先駆けて自治体（フィンランドのヘルシンキ市）が上限値を導入する事例もあり。米国

ではカリフォルニア州が米国で初めて EC 削減を義務化（州のベースラインから 10%削減な

ど）。 

＜アジア圏＞ 10 

アジアでは、評価義務や上限値はまだない。シンガポールや香港では、グリーンビルディン

グ認証の選択項目として UC 算定が含まれる。 

 

図 1-9.  海外における WLC 関連制度のロードマップ 

  15 
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1-10.  WLCA の推進を牽引するドライバーの最新動向調査 

SBTi、IEA/EBC/Annex89、GHG プロトコル等の動向、不動産業界（GRESB 等）の動向、主要

エンジニアリング会社等が発信するガイダンス、調査結果（用語の定義、ベースライン、国別

の条件の差異を調和する工夫）について調査した。 

 5 
図 1-10.  GHG プロトコル改訂に係る論点 

 

1-11.  WLCA の新たな課題に対する調査 

WLCA 動的評価の仕組みと評価事例、木材炭素貯蔵量の評価事例、サーキュラーエコノミー

の最新動向、サーキュラーエコノミーの最新動向について調査した。 10 

 

図 1-11.  ダイナミック LCA の考え方 
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1-12.  海外発信（国際学会発表） 

2024 年度は EcoBalance 2024 の国際会議でのポスター発表を実施。発表に対する質疑対応は 30

件弱あり、日本の不動産業界における WLCA 取組に対する関心の高さが伺えた。 

 

図 1-12.  海外発信 5 

1-13.  講習会・研修会の企画・運営 

J-CAT の普及・定着、人材育成を目指して、ホールライフカーボン評価の基礎知識に関する連

続講座や J-CAT の使用登録者向け講習会を継続的に開催した。 

 
図 1-13.  2024 年度講習会・研修会の開催通知 10 
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第 2 章 基本問題 

2-1.  WLCA 関連制度化のための行政基盤の整備支援 

WLCA 関連制度化に向けた論点と想定される方向性を整理した。先行する海外事例では各国

各様の制度設計が成されている状況であり、日本においても、実情を加味しつつ、脱炭素に資

する有効な制度化の方向性について議論が必要である。 5 

 

図 2-1-1. WLCA 関連制度化に向けた論点と想定される各国の方向性（案） 

 

 

図 2-1-2. 評価範囲に関する想定される方向性 10 

論点 想定される方向性
先行海外制度の方向性 概要（2023年時点） 日本

（案）
デン

マーク
スウェ
ーデン

フラ
ンス

英国
ロン
ドン

米国
カリフォ
ルニア

カナダ
バンクー

バー 当面 将来

1. 対象範囲
1.1 WLC（EC+OC）（+省エネ規
制） ● ●

1.2 EC（UC）, OC個別規制 ● ● ● ● ● ●

2. 報告義務/上限規
制

2.1 報告義務 ● ● ●

2.2 上限規制 ● ● ● ● ●

3. 担保措置
（建築許可/完了検査）

3.1 建築許可（＋完了検査） ● ● ● ● ● ●

3.2 完了検査 ● ●

4. 対象行為
（新築/改修）

4.1 新築 ● ● ● ● ● ●

4.2 新築＋改修 ● ●

5. 対象用途
5.1 非住宅

5.2 非住宅＋住宅 ● ● ● ● ● ● ● ●

論点 想定される方向性

1. 評価範囲

1.1 WLC（EC+OC）（+省エネ規制）

利点 ECとOCのトレードオンオフが評価可能

懸念 OCの削減努力のみで上限規制を満たしてしまい、
EC削減の促進が進まない恐れ

1.2 EC（UC）, OC個別規制

利点 EC又はUC単独の上限規制を設けることでEC削減の促進に寄与

懸念 ECとOCのトレードオンオフが評価不可（外装断熱 等）
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図 2-1-3. 海外の WLCA 関連制度の規制対象 

 

欧州では規制（報告義務又は上限値規制）について、優先順位と準備状況を踏まえ、対象モ

ジュール・用途・部位・設備などの対象を絞った上で導入し、その後順次拡大している。国に5 

よって、当初の対象の絞り方と段階的拡大方針については一様ではなく、多様なアプローチが

考えられる。 

 

図 2-1-4. 欧州政策アプローチの例 

国・地域 規制
種別

評価
期間

上限規制/報告義務対象（2023年時点）
WLC

対象部位EC（UC） EC OC EC
A1 A2 A3 A4 A5 B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7 C1 C2 C3 C4 D 躯

体
外
装

内
装

設
備製造段階 施工

段階 使用段階 使用
段階 廃棄段階 補足

情報

デンマーク 上限
規制 50 ● ● ● ● ●

※1 ● ● △ ● ● ● 一部

スウェーデン 上限
規制 50 ● ● ● ● ● ー ● ● ●

フランス 上限
規制 50 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ー ● ● ● ● ● ● ● ● ●

英国
ロンドン

報告
義務 60 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ー △ △ △ △ △ ● ● ● ●

米国
カリフォルニア

(規制1, 2の
いずれか遵守)

上限
規制1 60 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ー ● ● ● ● ● ●

上限
規制2 - ● ● ● ー ● ●

カナダ
バンクーバー

上限
規制 60 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ー ● ● ● ● △ ● ● 任意 任意

●:上限規制対象 空白:上限規制対象外 △:上限規制対象外、報告のみ
－:別途、建物のエネルギー消費量に関する規制あり
※1: デンマークはWLCA関連制度による上限規制に加え、別途、建物のエネルギー消費量に関する規制あり
参照:
Ramboll社レポート https://7520151.fs1.hubspotusercontent-na1.net/hubfs/7520151/RMC/Content/Whole-life-carbon-models-Review-of-national-
legislative-measures.pdf
One Click LCA社レポート https://143253260.fs1.hubspotusercontent-eu1.net/hubfs/143253260/EU%20Regulations%20Review.pdf
The Nordic Co-operationレポート https://www.norden.org/en/publication/harmonised-carbon-limit-values-buildings-nordic-countries-analysis-different-
regulatory
California州HP https://www.dgs.ca.gov/PD/Resources/Page-Content/Procurement-Division-Resources-List-Folder/Buy-Clean-California-Act
Vancouver市HP https://vancouver.ca/green-vancouver/zero-emissions-buildings.aspx#zero-emissions-building-plan
連続講座『ホールライフカーボン評価の基礎知識』第3シーズン（ 7/18実施）資料

フランス スウェーデン
アプローチの
特色

規制導入時からA-Dなど幅広い算定
対象を含めており、当該範囲で規制
を強化。一方で、対象用途を住宅の
みから始め、順次用途を拡大中。

幅広い用途を対象に、A（アップフ
ロント）に絞って報告義務を導入。
以降、報告義務対象のモジュールを
B、Cに拡大したり、対象部位等を拡
大。上限値規制値は当初対象にした
Aに絞って強化を図る方針（※）

時系列 導入当初 ⇒ 次のステップ 導入当初 ⇒ 次のステップ
報告義務 A ~ D ⇒ A ~ D A ⇒ A~C
上限規制 A ~ D ⇒ A ~ D A ⇒ A
対象建物用途 住宅 ⇒ 住宅・事務所・学校 全ての新築建物
対象部位 構造躯体, 

外皮, 内壁、
設備等

構造躯体, 外皮, 内壁、
設備等

構造躯体, 外
皮, 内壁

⇒ 構造躯体, 外皮, 内壁
設備、内装、備え付

け家具追加

※担当者によれば、①全排出量に占めるアップフロントカーボン（A）の割合が大きい、②A以外はまだ数字が不安定（検証困難）、③
より多くの事業者の参画を意図、等を理由に上限値規制はアップフロントカーボンのみで始めるとのこと。（宮森委員からの提供情報）
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図 2-1-5. 先行する海外事例・デンマーク 

 

 

図 2-1-6. 先行する海外事例・米国カリフォルニア 5 

 

 

 

論点 米国 カリフォルニア

1. 評価範囲

1.2 EC（UC）, OC個別
評価モジュール:
新築 規制1: A1-A5, B1-B5, C1-C4

規制2: A1-A3
改修 A1-A3
評価部位:躯体・外装
評価期間:60年

2. 報告義務/上限規制
2.2 上限規制
新築 規制1: ベースライン比10%削減

規制2: 各資材に上限値設定
改修 既存の主要構造体を45％以上再利用

3. 担保措置（建築許可/完了検査） 3.1 建築許可（＋完了検査）
4. 対象行為（新築/改修） 4.2 新築+改修
5. 対象用途 5.2 非住宅＋住宅

6. 対象規模
6.1 大規模
上限規制対象:
延べ面積100,000平方フィート（約9,230㎡）以上の商用建築
延べ面積50,000平方フィート（約4,650㎡）以上の学校建築
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日本における算定開示・評価の範囲、段階的な制度拡充など、WLCA 利活用方法を議論。 

 

図 2-1-7. 評価方法の当面と将来の展望（案） 

 

日本における算定開示・制度の当面と将来の展望について議論。 5 

 

図 2-1-7. 算定開示・制度の当面と将来の展望（案） 

評価方法の当面と将来の展望（案）

対象
A1-A3

資材製造段階
A4-A5
施工段階

B1-B5,C1-C4
使用・解体段階

B6,B7
使用段階

（光熱水関連）

温室効果
ガス
(GHG)

躯体
+仕上
+施工

上記
以外
(含設備)

先行すべき算定開示・
制度の評価範囲

ゼロカーボンビル推進会議
開発ツール整備範囲不動産協会ツール整備範囲

算定開示・制度の当面と将来の展望（案）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

デンマー
ク

フィンラ
ンド

ノル
ウェー

スウェー
デン

エストニ
ア

アイスラ
ンド

評価方法公表

評価方法公表

公共建築において評価導入

評価方法公表

評価方法公表

評価方法公表

準備（評価方法公表等） 制度化

報告義務

上限値導入 上限値強化 上限値強化 上限値強化

上限値導入

気候宣言 上限値導入 上限値強化

上限値強化

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025～

日本
評価方法公表 評価値公表 上限値?
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図 2-1-7. 有価証券報告書 Scope 3 GHG 排出量開示義務化 

 

2-2.  行政支援策･インセンティブの整理  

国土交通省・環境省など、ホールライフカーボンアセスメント（WLCA）関連の支援制度が策5 

定され始めている。 

 

図 2-2-1. 環境省：令和 6 年度 建築物等の ZEB 化・省 CO2 化普及加速事業① 
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図 2-2-2. 環境省：令和 6 年度 建築物等のＺＥＢ化・省ＣＯ２化普及加速事業② 

 

 

図 2-2-3. 国土交通省・省ＣＯ２先導プロジェクト 2024 5 
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2-3.   J-CAT の普及・定着、人材育成 

 J-CAT の使用者登録者数の累計は 2025 年 1 月末時点で 2,454 名。正式版発行後の 2024 年 11 月

460 名、12 月 187 名、2025 年 1 月 196 名の新規登録があり、J-CAT の普及が進んでいる状況と考

えられる。

 5 

図 2-3-1. J-CAT の使用者登録者数 

 

J-CAT 正式版利用者の業種で最も多いのは「建設業・専門工事業」、次いで「設計事務所」、

「コンサルタント」「材料・機器メーカー」、「大学・研究機関」の順となり産学の幅広い業種で

活用されている状況。 10 

 
図 2-3-2. J-CAT 利用者の業種 

J-CAT新規使用登録者数の推移（2025年１月31日現在）

月 登録者数

5月 701

6月 272

7月 211

8月 161

9月 130

10月 136

11月 460

12月 187

1月 196

合計 2,454

注）

2025/1/31

5月はJ-CAT 2024.5試行版公開の5月16日～5月31日、10月は10月1日～10月30日、11月はJ-CAT 2024.10正式

版公開の10月31日～11月30日の新規登録者数。
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■J-CAT正式版 ユーザー登録者の業種別データ 2025/1/31

業種 人数 ％

建設業･専門工事業 448 34%

設計事務所（積算等含） 215 16%

コンサルタント 116 9%

住宅メーカー･工務店 52 4%

材料･機器メーカー 121 9%
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2024 年度は EcoBalance 2024 の国際会議でのポスター発表を実施。2025 年度は SBE25 Tokyo の

国際会議での発表と日本建築学会大会（九州）での連報発表を予定。J-CAT の国内外への対外発

表を積極的に実施している。2025 年度の発表予定は以下のとおりである。 

＜SBE25 Tokyo＞ 

竹中工務店 高井 SWG 委員、建築研究所 八木 SWG 委員、日本設計 木野内 SWG 委員、熊谷組5 

呉様・新井 SWG 委員、日建設計 小上コンサルタント、久保木コンサルタントにて発表予定。 

＜SBE25 Tokyo＞ 

伊香賀 WG/SWG 主査、清家 SWG 主査、日本設計 木野内 SWG 委員、熊谷組 呉様・新井 SWG

委員、日建設計 久保木コンサルタント等による連報投稿を予定。 

 10 
図 2-3-3. J-CAT に関する学会発表 

 

J-CAT、他プログラム（One Click LCA等）を使用・算定する上で必要となる最低限の専門知識

の習得、算定結果精度の維持のためには研修制度を受けた専門家の育成が必要となる。 

 15 
図 2-3-4. J-CAT の使用・算定に必要な能力および知識例 

1. 資材別数量 原単位×kg
J-CATにおけるエンボディドカーボンの算定方法

kg-CO2e/kg

研修制度により知識を習得した専門家の育成が必要

＜必要となる能力・知識例②＞
2-1. 一般的な建物における部位・素材別のGHG排出量比率に関する知識
2-2. LCAに関連する建築・構造・設備・積算に関連する総合的知識

2. GHG排出量= kg-CO2e

＜必要となる能力・知識例①＞
1-1. 見積書から資材を仕分、数量を読み取る能力
1-2. 主要資材の標準的な数量に関する知識
1-3. 各資材に適した原単位を選択できる能力
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J-CAT の普及・定着、人材育成を目指して、講習/研修会を継続的に開催する。 8 月末時点で連

続講座 全 4 回、使用登録者向け J-CAT 講習会 全 4 回実施済。 

 

図 2-3-5. J-CAT の普及・定着、人材育成に向けた講習会 

 5 

J-CAT の普及・定着、人材育成を目指して、講習/研修会を継続的に開催。 2024 年 10 月 J-CAT

正式版公開以降に使用登録者向け J-CAT講習会 全 3 回実施済。J-CAT活用のための人材育成を目

的とした 2025 年度講習会の開催を予告済み。 

 
図 2-3-6. 2025 年度講習会の開催予告 10 
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2-4.  関連省庁の動向 

第一回建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関連省庁連絡会議が開催(2024/11/11)さ

れ、関係省庁の取組状況について報告がなされた。本会議は今後、関係省庁が建築物に係る

LCA の具体的な制度化に向けて議論を行う場とし、必要な施策を総合的かつ計画的に推進する。

  5 
図 2-4-1. 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議 
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第 3 章 ツール開発 

3-1.  ツール開発 SWG 活動計画 

 
図 3-1-1. ツール開発 SWG 活動計画概要 

 5 
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3-2.  J-CAT の継続的な改良 

 

 

図 3-2-1. 算定ツールの基本的枠組み 
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図 3-2-2. J-CAT の構成 

 

 

図 3-2-3. J-CAT 標準算定法の入力・出力イメージ 5 
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図 3-2-4. J-CAT の特徴 

 

 

図 3-2-5. 日本建築学会 LCA 指針、不動産協会ツール、J-CAT の関係 5 
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図 3-2-6. 2024 年 10 月正式版における改良点・課題と対応 
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日本における算定開示・制度の当面と将来の展望について議論 J-CAT の主要データベースと

なる AIJ 建物の LCA 指針を 2013 年版から 2024 年版の最新データベースに更新。国際整合を意

識して、算定対象を CO2のみから GHG と CO2に変更した。 

 

図 3-2-7. AIJ  建物の LCA 指針 2024 年版原単位の CO2と GHG の比較 5 

 

図 3-2-8. 産業連関表による環境負荷原単位データブック(3EID)2015 年版データから求めた 

GHG に占める CO2, CH4, N2O, HFCs, PFCs, SF6, NF3の内訳（生産者価格基準） 
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冷凍機・温湿調整装置の HFCs を除外した GHG は CO2+5%程度。したがって、冷凍機・温湿

調整装置については「HFCs を除外した GHG の原単位」を J-CAT へ適用し、漏えい分は B1 にて

算定する。 

 

図 3-2-9. CO2と「HFCs 以外の GHG」との差異（生産段階＋流通段階） 5 

開閉制御装置・配電盤の SF6 を除外した GHG は CO2+9%程度。したがって、開閉制御装置・

配電盤については「SF6 を除外した GHG の原単位」を J-CAT へ適用し、漏えい分は B1 にて算

定する。 

 

図 3-2-10. CO2と「SF6 以外の GHG」との差異（生産段階＋流通段階） 10 
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冷媒以外のフロン系を含む、断熱材、消火剤について、GHG に占める HFCs の比率を調査し

た。発泡系断熱材は約 6%、その他は 1%未満と微小であった。HFCs を含む GHG の値を新築時

の算定に用いることとして、過去に遡って評価するなどの特殊事例のみ断熱材と消火剤のフロ

ン漏えい分を評価することとする。

 5 
図 3-2-11. 断熱材、消火剤の GHG に占める HFCs の比率 

 国内 Scope1,2 算定に活用される地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）の電気・都市

ガスの排出係数や AIJ LCA 指針最新版の排出係数をデータベースとして用意した。初期値は温

対法 2015 年度値とした。 

 10 

図 3-2-12. 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）の電気・都市ガスの排出係数実績値、 

AIJ LCA 指針最新版の排出係数 
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AIJ 建物の LCA指針の工事分倍率の考え方を踏襲しつつ、国際整合を意識し、算定範囲を仮囲

い内＋産業廃棄物の運搬＋処理を必須の算定対象とする。 

 

図 3-2-13. AIJ 建物の LCA 指針、One Click LCA、J-CAT における工事分倍率の考え方 

 5 
図 3-2-14. 工事分倍率の算定 
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2015 年 産業連関表ベースの工事分倍率を反映した AIJ 建物の LCA 指針と J-CAT を用いて、モ

デルビルにおける施工時 GHG排出量を算定した。J-CATの算定結果は One Click LCA や日建連算

定事例平均値と同程度となった。 

 
図 3-2-15. AIJ 建物の LCA 指針、One Click LCA、J-CAT における工事分倍率 5 

AIJ LCA 指針の最新データベース反映し、算定範囲を CO2 から GHG に拡張、モデルビル（S

造, 事務所）で WLC を算定した。データベース更新（産業連関表 2005 年から 2015 年変更）で

WLC＋約 12％、EC＋約 7％ 、CO2+HFCs から GHG へ拡張で WLC＋約 3％ 、 EC＋約 5％となっ

た。 

 10 

図 3-2-16. モデルビルにおける WLC 算定結果 
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CO2+HFCs から GHG へ拡張する移行期において、GHG 対応の算定結果に加えて、従来通りの

CO2+HFCs の算定結果も算定可能な枠組みとする。 

 

図 3-2-17. J-CAT の GHG、CO2+HFCs 出力方法 

主要資材、鉄骨・コンクリートの原単位の影響を確認した。 5 

 

 

図 3-2-18. 鉄骨の原単位の変化 
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図 3-2-19. コンクリートの原単位の変化 

 

図 3-2-20. コンクリートの複合原単位 

  5 
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試行版以降に公開された EPD（SuMPO 環境ラベルプログラム）の取込、EPD International に登

録されている日本製品の取込などにより EPD の充実を図る。 

 
図 3-2-21. SuMPO-EPD「分野：建設・建築製品」の新規公開状況（2024 年 4～9 月） 

 5 

 
図 3-2-22. EPD International に登録されている日本製品 
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ISO-21930では自己消費以上の再エネ分はモジュール Dでマイナス計上が規定、One Click LCA

もモジュール D で計上、J-CAT における扱いについて議論。 

 
図 3-2-23. 再生可能エネルギーの ISO-21930 における表記及び One Click LCA における扱い 

  5 
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図 3-2-24. 再生可能エネルギーの RICS における扱い 
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先行検討事例（LCCM 住宅、電気設備学会による検討）を参照しながら、J-CAT における太陽

光発電設備のホールライフカーボン算定方法を決定した。 

 

図 3-2-25. J-CAT における太陽光発電設備のホールライフカーボン算定方法 

 5 

 

図 3-2-26. 標準算定法における太陽光発電設備の資材数量入力 

  



37 
 

屋上全面に太陽光発電パネル設置を想定。建設時のエンボディドカーボンは 3 年目で回収され、

4 年目以降太陽光発電パネルのホールライフカーボン累積値はマイナスとなる試算結果となった。 

 

図 3-2-27. 太陽光発電設備単体のホールライフカーボン算定例 

（太陽光発電_定格 1,000kW、電力排出係数一定、蓄電池無し）（案） 5 

 

図 3-2-28. 電気設備学会のホールライフカーボンデータベース整備方針 
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図 3-2-29. 太陽電池アレイの CO2/GHG 排出量原単位 

図 3-2-30. 質量データベースのイメージ 
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電力消費について将来変化についても加味した算定結果を表示する。 

 
図 3-2-31. 想定した電力 CO2排出係数の将来変化 

 

  電力だけでは無く､ガスについても排出係数の将来変化を見込んだ算定を可能とした。 5 

 

図 3-2-32. 日本ガス協会の想定によるガスの CO2排出係数の将来変化 
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上下水・廃棄物処理の排出係数の将来変化を反映した。 

 
図 3-2-33. 想定した上下水・廃棄物処理の排出係数の将来変化 

 

AIJ LCA 指針 CO2原単位と 3EID 購入電力比率の 2005 年から 2015 年の増減率を確認。増加5 

率の傾向はやや異なるものの、共通して全体的に増加傾向であることを確認した。 

 

図 3-2-34. CO2原単位と 3EID 購入電力比率の 2005 年から 2015 年の増減率 
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3EID 購入電力比率を 2005 年と 2015 年、それぞれ推定し、各部門における購入電力起因の

GHG 排出量を算出した。2005年と 2015年の推定値は一定の相関を持った比例関係に近いことか

ら、電力排出係数の影響を受けている可能性がある。 

 
図 3-2-35. 各部門における購入電力起因の GHG 排出量 5 

 

購入電力の影響割合を 3EID の各影響度の大きい上位 5 部門の第 2 次間接効果までを反映し推

定した。 

 

図 3-2-36. 購入電力の影響割合推定方法（粗鋼（電気炉）の例） 10 
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2005 年と 2015 年の部門別 GHG 排出量の購入電力分と購入電力以外の比率を算出し、2005 年

値と 2005 年と 2015 年の電力排出係数の比を元に 2015 年推定値を算出。2015 年値と比較するこ

とで、電力排出係数がアップフロントカーボンへ与える影響を考察した。 

 

図 3-2-37. 2005 年度産業連関表ベース 建築関連部門別 GHG 排出量 内訳比率 5 

 

 

図 3-2-38. 2015 年度産業連関表ベース 建築関連部門別 GHG 排出量 内訳比率 

 

電力排出係数等の影響により 2015 年の購入電力分の比率は 2005 年比増加傾向であった。 10 
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図 3-2-39. 2030 年度 電力排出係数の推定値 

 

今後公開される、日本コンクリート工学会の「カーボンリサイクル評価方法の JIS 原案作成委

員会」の JIS 化の内容に準拠したコンクリートの CO2固定化の算定を検討。 5 

 

 

図 3-2-40. コンクリートの CO2固定化に関する現状 
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2024 年度 日本国温室効果ガスインベントリ報告書におけるコンクリート炭素固定量の算定方

法の定義や JIS 化の動きなど、コンクリートの炭素固定量の評価の動きが加速していることを鑑

みて、木材に加えて「コンクリートの炭素固定量」も算定結果の参考情報として付記する。 

 

図 3-2-41. 日本国温室効果ガスインベントリ報告書に基づく CO2固定型コンクリートの CO2固定量算定方法 5 

 

3 類型、4 種類の環境配慮型コンクリートについて、公開可能な CO2 固定量を各社にヒアリン

グ。J-CAT マニュアルに参考情報として掲載すると共に、算定ソフトにて使用コンクリート量に

応じた CO2固定量を算定可能とし、参考情報として算定結果へ記載する。 

 10 

図 3-2-42. 環境配慮型コンクリートの CO2固定量（暫定） 
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図 3-2-43. J-CAT における CO2固定量の扱い（暫定） 

 

主要資材である木材の原単位に関連する最新研究成果を確認した。 

 5 

図 3-2-44. 木材の排出原単位 
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主要資材の原単位、鉄骨・コンクリート・木材の原単位の影響を確認。

 

図 3-2-45. 建築物への木材利用に係る評価ガイダンス 

 

2024/5/16～2025/2/14 に、J-CAT に関して計 195 件の問い合わせがあった。2024 年 9 月をピー5 

クに減少傾向にあったが、2025 年になってから再び増加している。 

 
図 3-2-46. J-CAT 問い合わせ件数の推移 
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入力方法に関する問い合わせが最も多いが、「WLCA の展望」や「算定内容の質疑・指摘」の

項目も増加傾向にあり、使用者の理解や関心が高まりつつある。軽微ではあるものの、算定結

果に影響する指摘もあったため、Ver.2.1 として修正版をリリース済、年度内に Ver.2.2 をリリー

ス予定。新規建材データ（EPD など）を取り込むための J-CAT 更新頻度について今後 議論を進

める。（試案）半年 に 1 度の更新頻度を目安とする。 5 

 

図 3-2-46. 問い合わせ内容の内訳 
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SWG 委員に対し 2023 年度と同内容のアンケートを､2024 年度にも J-CAT2024.10 正式版を対象

として実施。いずれの質問も「不満はない」「あまり不満はない」との回答が半数を超えた。ソ

フトの使いやすさは、2023 年度のアンケートで「不満」「やや不満」が半数を超えていたのに対

し、改善傾向が確認された。一方で、数量入力対象資材の整理、原単位数値の整理、設備入力

方法、改修への対応、結果表記方法など、継続検討すべき改善項目も示された。 5 

 
図 3-2-47. J-CAT に関するアンケート回答 

 

 

図 3-2-48. LEED 対応に関する課題（案） 10 
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廃材のリユース/リサイクル効果の算定方法を検討。One Click LCA におけるモジュール D 算

定方法の適用検討（バージン材とリサイクル・リユース材の環境負荷の差分を計上）。 

 
図 3-2-49. 廃材の回収便益（案） 

 5 

公表資料を参考に、AIJ-LCA 指針で未算定の「C3 中間処理、C4 廃棄」部分の算定方法を検

討。 

 
図 3-2-50. 「C3 中間処理、C4 廃棄」部分の算定方法の検討 
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処理別分析シートにて、処理コードごとにデータベースから対応する排出原単位を設定し、

C3・C4 段階 GHG 排出量を算定した。 

 

図 3-2-51. 廃棄物処理による排出の扱い 

 5 

C3,C4 段階を含めて WLC を算定すると、4.1kg-CO2/m2 増（0.01％）の微増となった。 

 
図 3-2-52. C3、C4 段階を含めた WLC 算定結果 

 



51 
 

設備関連団体（電気設備学会、空気調和・衛生工学会）との連携、テナントオフィスの入替

周期調査などを考慮した内装材の更新周期を検討。 

 
図 3-2-53. 内装材の更新、修繕の扱い 

 5 

 

図 3-2-54. 東京 23 区オフィステナントの入居期間分析 
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J-CAT 掲載の EPD には、C 段階の排出量を記載していないものも含まれていることから EPD

の C 段階は算定しておらず、計上方法の検討が必要である。 

 

図 3-2-55. 躯体代表資材の主要資材構成の比較 

 5 

 
図 3-2-56. 内外装代表資材の主要資材構成の比較 
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図 3-2-57. 内外装 EPD の資材構成と廃棄物発生品目コード・名称 

 

 

図 3-2-58. 現状のフロン等漏えいの各段階における環境負荷の計上方法 5 

  

資材製造 施工 解体
A1-A3 A4-A5 B1-B5 B6-B7 C1-C4

建築 10.1 0.4 4.3 0.5 15.3 15.9%
   直接仮設 0.0 0.0 0.0 0.0%
 土工・地業 0.4 0.0 0.0 0.1 0.5 0.5%
 躯体 6.0 0.1 0.0 0.3 6.4 6.6%
 外装 1.4 0.1 1.4 0.1 2.9 3.1%
 内装 1.8 0.2 2.7 0.0 4.8 4.9%
 その他 0.5 0.0 0.2 0.0 0.7 0.8%
電気 1.4 0.1 3.7 0.0
空調 1.6 0.1 6.4 0.0
衛生 0.7 0.0 2.6 0.0
搬送 0.1 0.0 0.5 0.0
共通費分 0.0 0.9 1.0 1.9 2.0%
維持保全 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1%
フロン漏洩 0.0 0.0 2.8 2.8 2.9%

合計 14.0 1.5 21.6 58.7 0.5 96.2 100.0%

割合 14.5% 1.6% 22.4% 61.0% 0.5% 100.0%

段階
合計 割合使用kg-CO2e/m2年

58.7 76.1 79.0%

製造・施工時＋使用時＋更新時＋廃棄時のフロン等漏えい分をまとめて計上
製造・施工時や廃棄時の漏えい分は、モジュールAやCに含まれるとも考えられる。

Whole life carbon内訳

現状
フロン等漏えいの各段階における環境負荷の計上方法(1/2)
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図 3-2-59. 冷媒漏洩による GHG 排出量計上方法の改良案 

 

冷媒によるフロン漏洩量算定方法は、国際的な算定方法と整合した日本建築学会 建物の LCA

指針の算定方法を用いる。ただし、漏洩率の設定は最新の公的な統計値を用いる。削減策も反5 

映可能な枠組みとする。 

 

図 3-2-60. 国内外の冷媒によるフロン漏洩量算定方法、初期値の設定方法の比較 

 

フロン等漏えいの各段階における環境負荷の計上方法(2/2)
海外事例を参考に冷媒漏洩によるGHG排出量の
モジュールA, Cへの細分化（製造・施工＋解体）
モジュールBの中で使用中以外の更新（廃棄＋製造・施工）時の扱い

（参考）
CIBSE TM65

（参考）
One Click LCA

＜現状＞
J-CAT

2024.10 正式版
＜改良案＞冷媒漏洩による

GHG排出量内訳

未算定未算定B1 使用A3 製造製造時漏洩（新築）

未算定未算定B1 使用A5 施工施工時漏洩（新築）

B1 使用B1 使用B1 使用B1 使用使用時漏洩

C1 解体・撤去B1 使用B1 使用C1 解体・撤去廃棄時漏洩（解体）

未算定未算定B1 使用B4 更新製造時漏洩（更新）

未算定未算定B1 使用B4 更新施工時漏洩（更新）

C1 解体・撤去B1 使用B1 使用B4 更新廃棄時漏洩（更新）
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図 3-2-61. フロン充填量の考え方比較 

 

 

図 3-2-62. フロン充填量の考え方の課題 5 
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図 3-2-63. 集計結果から推定する機器 1 台あたり年あたりの再充填率 

 

日本全体で毎年フロン類の再充填が実施されている状況と別案の課題（使用時漏洩の総量が

56％を超える場合、廃棄時の漏洩率がマイナスとなる）を鑑みて、現状案（再充填を考慮し、5 

廃棄時にも 100％フロン充填がなされている設定を初期値とする。）を維持することとした。 

 

今後のバグ修正や機能追加、大幅なアップデータを見据えて、バージョン表記方法を整理。 

 

図 3-2-64. バージョン表記方法  10 

Akg/台/年9.0 
160,169台数

設置時

充填
1,434,495kg/年

Bkg/台/年8.3 
380,678台数

設置時以外
3,164,099kg/年

Ckg/台/年5.7 
239,402台数

整備時回収
1,373,727kg/年

フロン排出抑制法に基づく令和４年度のフロン類の充塡量及び回収量等の集計結果

集計結果から推定する機器1台あたり年あたりの再充填率
＝（設置時以外の充填量ー整備時回収量）÷設置時充填量
＝（B-C）÷A＝（8.3－5.7）÷9.0
＝29%/年（設備用エアコンの使用時漏洩量15年分と同程度）

⇒日本全体では毎年フロン類の再充填が実施されている状況を確認

参照:環境省HP  https://www.env.go.jp/content/000194840.pdf

＋別案の課題（使用時漏洩の総量が56％を超える場合、廃棄時の漏洩率がマイナス
となる）を鑑みて、

現状案（再充填を考慮し、廃棄時にも100％フロン充填がなされている設定を
初期値とする。）を維持
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3-3.  J-CAT を活用した WLCA 

欧州、米国算定事例と J-CAT の EC 算定事例を比較し、日本の建築物を取り巻く特殊事情を含

む、算定結果相違の要因を考察する。 

 
図 3-3-1. 国別躯体数量の分析例 5 

 

 

図 3-3-2. 比較事例基本情報  

◆比較事例基本情報
地震が少ない地域、欧州、イギリス等の算定事例
地震が多い地域、米国カリフォルニア州算定事例と比較

参照:WBCD, Net-zero buildings Where do we stand?
MIT Building Technology Program and the Circular Engineering for Architecture (CEA) lab at ETH Zurich, 
deQo (database of embodied Quantity outputs) https://www.carbondeqo.com/
Massachusetts Institute of Technology: Material quantities in building structures and their environmental impact
CLF, CBE, The California Carbon Report: An Analysis of the Embodied and Operational Carbon Impacts of 30 Buildings

【躯体数量比較】
MIT  ケーススタディ

(Building 
Technology  
Program)

California
ケーススタディ

WBCSD
ケーススタディJ-CAT CASBEE用モデル

基本情報

43事例平均33事例平均３事例平均5事例平均Case-2Case-1
J-CATJ-CATJ-CAT

CASBEE
モデル3

CASBEE
モデル2

CASBEE
モデル1

RC造S造RC造S造SRC造SRC造SRC造RC造S造構造形式

欧州米国、カリフォルニア州イギリス日本立地

事務所等
（一部他用途含む）事務所事務所事務所用途

1,000～100,000程度150～ 45,000程度40,06529,8197,856延床面積[m2]
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図 3-3-3. 海外と日本の EC 算定結果の比較 

 

 
図 3-3-4. 算定結果相違の想定要因 1. 資材数量の相違 5 
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<算定結果差異の想定要因>

要因1. 資材数量の相違⇒耐震性能の相違

要因2. 原単位の相違

要因3. 算定範囲の相違

地震発生頻度の高い日本の特殊事情の影響

海外と日本のEC算定結果の比較

◆比較対象:
①地震が少ない地域、欧州、イギリス等の算定事例
:WBCSDケーススタディ事例、One Click LCA

算定事例
②地震が多い地域、米国カリフォルニア州算定事例
:The California Carbon Report 

ケーススタディ事例

EC算定値の傾向:日本＞欧州＞米国カリフォルニア

日本 欧州

日本:平均2,314（100%）

欧州:平均982
（42%）

米国カリフォ
ルニア:平均
439（19%）

要因1. 資材数量の相違
主要資材（コンクリート、鉄骨、鉄筋）数量の傾向:日本＞米国カリフォルニア＞欧州
⇒求められる耐震性により躯体数量に差異が生じている可能性あり

地下躯体ボリュームの比率についても今後検討
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※Californiaケーススタディの躯体数量は、California Green Building Standards Codeで示されるPRODUCT GWP LIMITS TIER 1の
原単位とThe California Carbon Report ケーススタディのGHG排出量の値から推定した値
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図 3-3-5. 算定結果相違の想定要因 2. 原単位の相違 

 

 
図 3-3-6. 算定結果相違の想定要因 3. 算定範囲の相違 5 
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要因2.  原単位の相違
原単位の大小の傾向:
コンクリート・鉄筋:米国カリフォルニア>日本＞欧州

鉄骨:欧州＞米国カリフォルニア＞日本
⇒原単位の大小傾向が資材によって異なる

コンクリート 鉄骨 鉄筋

日本 欧州米国カリ
フォルニア 日本 欧州米国カリ

フォルニア 日本 欧州米国カリ
フォルニア

原
単

位

要因3. 算定範囲の相違
算定範囲の傾向:日本＞欧州＞＞米国カリフォルニア
⇒米国カリフォルニアは設備不算入等、日本に比べて特に算定範囲が狭い

California
ケーススタディWBCSD ケーススタディJ-CAT CASBEE用モデル算定範囲

〇〇〇A1-A3 資材製造
〇〇〇A4 輸送
ー〇〇A5 施工
ーー〇B3 修繕
〇〇〇B4, B5 更新・改修

△（C2-C4のみ算定)〇〇C1-C4 解体
California

ケーススタディWBCSD ケーススタディJ-CAT CASBEE用モデル算定範囲

〇〇〇躯体
〇〇〇外装

△（一部の事例のみ算定）〇〇内装
ー〇〇設備

日本 欧州 米国カリフォルニア

〇:算定対象 ー:算定対象外 △:一部算定範囲
※〇:算定対象の中でも各国の算定範囲は一致していない可能性あり
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日本と海外事例との EC 差異の要因と影響度を推定した。地震の少ない欧州との比較において

は資材数量の差異、地震の多いカリフォリニア州との比較においては算定範囲の相違が差異の

主要因と考えられる。 

 
図 3-3-7. 海外と日本の EC 算定結果の差異の想定要因と影響度の目安（暫定） 5 

 

新築とは異なる課題を持つ改修工事の算定方法を改良し、改修工事によるエンボディドカー

ボン削減効果をより精度良く評価可能とする。 

 
図 3-3-8. J-CAT における改修算定改善の方向性（案） 10 
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図 3-3-9. 改修の簡易算定法の提案骨子（案） 

 

 

図 3-3-10. 空調設備における工事科目内訳 5 
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図 3-3-11. 空気調和設備の細目別 GHG 排出量 

 

 

図 3-3-12. 昇降機の GHG 排出量 5 



63 
 

 

図 3-3-13. 空気調和・電気・衛生設備の細目別 GHG 排出量 

 

 

図 3-3-14.改修と改修後 37 年間の WLC 5 
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図 3-3-15. 改修に関する簡易算定結果 
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3-4.  CASBEE-建築の LCCO2簡易計算のためのデータベース作成 

 

 

図 3-4-1. 日本建築学会 LCA ツールから J-CAT への変更 

  5 
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現行 CASBEE の LCCO2簡易計算の根拠となる躯体工事主要資材量は「建築工事原価分析情

報」建設工業経営研究会編（平成 9 年 4 月）の用途別・構造別の統計値を利用した。統計値のな

い木造は、暫定的措置として S 造相当として算定した。J-CAT による再計算においては、統計値

に基づく木造の躯体量を調査した。5 

  

図 3-4-2. CASBEE-建築の LCCO2簡易計算の算定に用いた統計値 

 

木造統計値への置き換えのために、木造建物の用途別躯体数量情報を収集した。データベー

スに追加するための 3 要件を満たすデータベースが現状無いことが課題である。 10 

 

図 3-4-3. 木造建築物のデータベース比較 
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S 造と木造の J-CAT による昨年度ケーススタディの算定結果のみでは、事例数が少なく、明確

な差異は特定することが困難である。 

 

図 3-4-4. S 造と木造の J-CAT による昨年度ケーススタディの算定結果 

 5 

現状調査①を踏まえ、CASBEE LCCO2評価における木造の「参照値」は従来どおり S 造と同

じ値を用いる、3 要件を満たすデータベースの公開を促し、整備され次第、更新を行う。 

 

J-CAT 正式版（標準算定法）での CASBEE 標準値の算定条件について整理する。 

 10 

図 3-4-5. CASBEE 用データベース作成における算定条件 
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図 3-4-6. CASBEE 用データベース作成における使用資材 

 

 

図 3-4-7. CASBEE 用データベース作成における資材数量 5 
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図 3-4-8. 算定結果（暫定）（アップフロントカーボン kg-CO2/m
2年） 
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図 3-4-9. 算定結果（暫定）（修繕・更新・解体） 

 

新規に太陽光発電設備のエンボディドカーボンを整備した。 

 5 

図 3-4-10. 太陽光発電設備の EC データベース 
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3-5.  ケーススタディとデータ分析 

 

中央値 エンボディドカーボン       2,752 kg-CO₂e/m² 

    オペレーショナルカーボン 3,229 kg-CO₂e/m²  

    WLC 5,963kg-CO₂e/m² 5 

OC が WLC の 5 割以上を占める結果であった。 

 

図 3-5-1. ケーススタディ算定結果の分布 

 

エンボディドカーボンをライフサイクル段階別に分類した場合、スタディごとにその割合は10 

異なり、材料製造（A1～A3）では 27～75％、修繕・更新（B2～B5）では 7～50％であった。ま

た、フロン漏えい（B1）についても最大で 39％と高い割合となった。 

 

図 3-5-2. ケーススタディ算定結果の段階別割合 
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エンボディドカーボンを材料部門別に分類した場合、コンクリートと鉄骨＋鉄筋が全体に占

める割合がケーススタディによって大きく異なっており、RC/SRC 造では 34～58％、S 造では 38

～71％となっていた。 

 

図 3-5-3. ケーススタディ算定結果の部位別割合 5 

 

 

図 3-5-4. ケーススタディ新築平均 
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図 3-5-5. UC（アップフロントカーボン）対象プロジェクトと算定結果 

 

用途別 UC 

・UC 全体では病院がほぼ平均、流通、集合住宅、学校は平均より小、事務所、ホテルが大。流5 

通は構造部材の排出量が多いが、他の排出量が少なく最小となっている。 

・流通、学校、集会施設を除き、構造部材の排出量は 600kg-CO2/m2前後となっている。 

・設備の排出量は、病院、事務所、ホテルが 300kg-CO2 /m2 前後と大きく、集合住宅、流通は

100kg-CO2 /m2以下と小さい。 

 10 
図 3-5-6. 用途別 UC 
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事務所 

・UC 全体では、低層、超高層の排出量が多く、中層・高層の排出量は少ない傾向。 

・9-1,9-5,9-3 は超高層であるが、地階があるためコンクリートの排出量が多い傾向。 

 

図 3-5-7. 事務所の UC 5 

 

集合住宅 

・UC 全体では、超高層の 2-1,9-4 の排出量が少なく、他の低層・中層が多い傾向。 

・超高層の 2-1,9-4 は、コンクリートの排出量が低層・中層の 1/2 以下となっている。 

学校（小中高） 10 

・木造の 5-1 の構造部材の排出量は S 造の 11-2 の約 40%と非常に少ない。UC 全体では 20％以上

少ない。 

 
図 3-5-8. 集合住宅、学校の UC 
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ホテル、病院 

・UC 全体では、内外装の排出量が多いホテル 10-1 が最多となっている。 

・同じ S 造であるが、病院の 3-2,11-1 は免震構造であるためコンクリートの排出量が 

 ホテルの 10-1 に比べ多くなっている。 

・設備はホテル、病院ともほぼ同じ排出量となっている。（積み上げ計算ではない） 5 

流通施設 

・躯体の排出量の差はあるが、内外装、設備の排出量はほとんど同じ値となっている。 

 
図 3-5-9. ホテル、病院、流通施設の UC 

 10 

用途別 UC 構成比 

・用途により排出量、構成比率に違いがある。 

・流通施設、病院、集合住宅は躯体の比率が他の用途に比べ高い。 

・事務所、ホテル、病院は設備の比率が他の用途に比べ高い。（デフォルト値） 

 15 
図 3-5-10. 用途別 UC 構成比 
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構造別 UC 構成比 

構造部材は木造 335 kg-CO2/m2、SRC 造 513 kg-CO2/m2、 RC 造 573 kg-CO2/m2、S 造 562 kg-

CO2/m2となった。 

 

図 3-5-11. 構造別 UC 5 

 

 

図 3-5-12. WLC （ホールライフカーボン）対象プロジェクトと算定結果 
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用途別 WLC 

・WLC はオペレーショナルカーボンの占める割合が大きく、平均値で UC の 4 倍以上となって

いる。 

・WLC 全体では事務所がほぼ平均、流通、学校、集合住宅は平均より小、病院、ホテルが大と

なっている。（平均に対して最も小さい学校平均は 37％、最も大きい。ホテル平均は 192％。） 5 

 

図 3-5-13. 用途別 WLC 

 

用途別 WLC 構成比 

・ホテル、病院は B6-B7（OC）が 70%以上を占めている。 10 

・冷媒管が短く HFC-32 冷媒が普及している集合住宅は B1（フロン漏洩）による排出量が小さ

くなっている。 

 

図 3-5-14. 用途別 WLC 構成比 



78 
 

 

図 3-5-15. J-CAT ケーススタディのホールライフカーボン算定結果 

 

 

図 3-5-16. 事務所のホールライフカーボン算定結果 5 
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図 3-5-17. 集合住宅のホールライフカーボン算定結果 

 

 

図 3-5-18. 病院・診療所のホールライフカーボン算定結果 5 
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図 3-5-19. 流通施設のホールライフカーボン算定結果 

 

 

図 3-5-20. 学校（小中高）のホールライフカーボン算定結果 5 
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図 3-5-21. 今後の OC と EC のバランスの変化 
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図 3-5-22. 木造建築のケーススタディ算定結果 
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図 3-5-23. 木造建築のケーススタディ算定結果の詳細 
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図 3-5-24. フロン漏洩のケーススタディ 
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図 3-5-25. 冷媒管フロン算定方法による比較 
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図 3-5-26. フロン漏洩のケーススタディ分析結果 
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図 3-5-27. 事務所におけるケーススタディの概要（案） 

 

図 3-5-28. 事務所におけるケーススタディの改修・解体建替・継続使用の比較評価 算定の手順 
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図 3-5-29. 事務所におけるケーススタディの改修・解体建替・継続使用の比較評価 算定手順詳細 

 

 

図 3-5-30. 事務所におけるケーススタディの改修・解体建替・継続使用の比較評価結果 5 
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図 3-5-31. 改修算定における改善の方向性（案） 
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3-6. 次年度のツール開発 SWG 活動の方向性 

 

今後の制度化を見据え、算定事例を基にしたベースライン設定を検討。ベースライン設定の

前提となる、より多くの算定事例の収集方法について議論。 

 5 
図 3-6-1. 算定事例収集によるベースライン検討（案） 

 

WLC 削減に向けた J-CAT を活用した設計手法を検討。モデルビルとしては不動産協会で利用

されているサンプルビル（事務所, 延床 1 万㎡, SRC 造）を想定。 

 10 

図 3-6-2. Embodied Carbon 削減手法イメージ 
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図 3-6-3. Embodied Carbon 削減検討イメージ 
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国内事例（CASBEE 等）や海外事例（オランダ等）を参考に J-CAT における長寿命化の算定

方法を検討。 

国内事例：CASBEE 

CASBEE-建築（新築）では、Q2. サービス性能  Q2.2 部品・部材の耐用年数にて評価。ただ

し、集合住宅を除き、LCCO2の評価とは未連携。 5 

 

図 3-6-4. CASBEE による長寿命化建築評価手法 
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海外事例：オランダ 

 

 
図 3-6-5. オランダ 長寿命建築評価の工夫 

  5 



94 
 

フランスの WLC 関連制度 RE2020 が採用するダイナミック LCA ファクターの簡易算出方法を

適用することで、時間軸を考慮した建築物のエンボディドカーボンやオペレーショナルカーボ

ンの評価の是非について議論。 

 
図 3-6-6. ダイナミック LCA ファクターの簡易算出方法 5 

 

木質集成材の場合、建設時の炭素貯蔵評価は係数１で評価されるのに対し、50 年後の廃棄

（燃焼）時の排出には係数 0.578 を乗じた評価となるため、（プラス・マイナス・ゼロの評価と

はならずに）結果的に排出量が大きくマイナスとして評価される。 

 10 
図 3-6-7. RE2020:CARBON-Principle of the calculation (laminated timber beam)  
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 排出量が製造段階で大きく、廃棄時に小さい鉄骨の場合は、排出の先送りを評価するダイナ

ミック LCA においては、積極的な評価はされない。 

 
図 3-6-8. RE2020:CARBON-Principle of the calculation (steel beam)  

 5 

 

図 3-6-9. ダイナミック LCA を適用したケーススタディ(1/2) 
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図 3-6-10. ダイナミック LCA を適用したケーススタディ(2/2) 

 

 廃材のリユース/リサイクル効果の算定方法を検討。One Click LCA におけるモジュール D 算

定方法の適用検討（バージン材とリサイクル・リユース材の環境負荷の差分を計上） 5 

 

図 3-6-11. 廃材のリユース/リサイクル効果の算定方法検討（案） 
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 モジュール D に廃材のリサイクル効果を計上するために必要なバージン材と比較した場合の

資材製造時の GHG 排出量原単位の削減率について既往研究を参考にしながら、算出を試みる。 

 

図 3-6-12. バージン材と比較した場合のリサイクル資材の GHG 排出量原単位の検討事例 

  5 
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 廃材リサイクル率について、国土交通省・環境省等の統計値を基に基準案の初期値設定を検

討した。 

 

 

図 3-6-13. 廃材リサイクル率の統計値 5 
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 国内先行事例（建築物省エネ基準（非住宅）Web プログラム等）や海外先行事例（シンガポール, The 

Singapore Building Carbon Calculator (SBCC) 等）を参考に J-CAT の WEB 算定を検討。WEB 算定を実現すべき

時期について議論。 

   

図 3-6-14. WEB 算定の暫定スケジュール案（案） 5 

 

国内先行事例: 建築物省エネ基準（非住宅）Web プログラム 

建築主が建物情報をエクセル入力し WEB へデータをアップロードすることで、WEB 上で算定が完結、データ収

集やプログラム更新の容易性の観点でメリットが存在。 

 10 

図 3-6-15. 国内先行事例: 建築物省エネ基準（非住宅）Web プログラム 

 

海外先行事例:シンガポール, The Singapore Building Carbon Calculator (SBCC) 

シンガポール Green Mark 認証における WLC 評価用のツールとして、SBCC ベータ版 が 2024/1 に公開。2022

年 5 月から Microsoft Excel スプレッドシートとして公開されていたものが、WEB 化された。 15 

 

図 3-6-16. 海外先行事例:シンガポール, The Singapore Building Carbon Calculator (SBCC)  
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 建築 BIM からの数量や材料属性を含む建物情報を活用し、より実態に即した積み上げによる建築物 GHG 排出量

算定が可能となる。出力形式等は使用側要望により今後の調整が可能であり、データ整備・ツール開発側と進捗

状況の共有を行っていく。 

  

 5 

図 3-6-17. BIM を通じた建築データの活用のフレーム（イメージ） 

 

 

図 3-6-18. J-CAT の BIM 連携方法の暫定イメージとスケジュール案 

 10 

・当面は CO2算定上影響の大きい躯体を中心に BIM 連携による数量を拾い検討 

・BIM から出力された部材集計表データを複合原単位と紐づけ、複合資材を按分の上、J-CAT へ取り込み、資材

数量の自動算出が可能な仕組みを検討 

 将来的には BIM と J-CAT がリアルタイムで連携し、設計変更が逐次 WLC の算定結果に反映される仕組みを 

目指す。 15 
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第 4 章 データベース検討 

4-1.  データベース検討 SWG 活動方針 

建築物は数多くの部品・部材から構成されているため、建築物全体の WLC 評価を信頼性が高

く比較可能なものとするには、足し算が可能となる建材データベースの構築が必要と考える。

また、それらデータベースを整備する仕組みは数多くの建材メーカーが対応できるような仕組5 

みにすべきと考える。 

 

■建築物全体の評価が可能となる建材データベースの構築が必要 

・建築物は数多くの部品・部材から構成されている 

（戸建て住宅でも数万点、千種類程度） 10 

・建築物全体の評価のためにこれらのデータを使って足し算をしたい 

 ‐ 数多くの種類の建材データがそろっている必要がある 

・そのため計算可能・比較可能なデータとなっているのか 

 ‐ 同じ条件のデータになっているのか 

 - 信頼性のある評価となっているのか 15 

 

■ 数多くの建材が対応できるような仕組みにすべき 

・建材メーカーは多様 

 - 建材によって製造には複雑なプロセスもシンプルなプロセスもある。 

 - 多品種少量生産のため、多数の EPD が必要になる可能性あり 20 

           →素材に近い建材と製品の種類が多い建材の差 

  - 大規模事業者と中小事業者がある 

           →大規模事業者が多品種の建材を供給 

           →中小事業者などが多く個別の建材 EPD がないものについては、 

       標準データで補完するなど対応が必要か 25 
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4-2.  当推進会議で目指すデータ整備の方向の明確化 

将来的な方向性を積み上げベースとして見据えながら、当面の対応としては現実的かつ効率

的な対応が必要となる。当面は普及期として現存するあらゆる資源を活用し、成熟期にむけて

建材・設備の EPD 普及促進と認証体制構築に向けた EPD の類型、PCR 整備方針を検討し、運用

しながら順次精度を高めていく。 5 

 

図 4-2-1. 原単位データ整備の当面と将来の展望 

 

データ整備は普及期と成熟期に分けた方針とする。成熟期には積み上げ、普及期には産業連

関ベースを目指すべき方向性とするかについて検討した。国内では日本建築学会の AIJ-LCA 原10 

単位データベースをベースとした産業連関表ベースが主流であるが、海外では EPD を用いた積

み上げベースが主流であり建材における努力の詳細分析が可能となる利点がある。 

 

図 4-2-2. データ整備の方針 

 15 

積上げデータ EPD
対象製品 一般製品(部門・品目単位）

算定方法

社会全体の経済活動を約400部門 ( 業種) 間
の取引としてまとめられた産業連関表を基に
作成された原単位

波及効果 考慮あり

メリット

社会に存在するすべての財・サービスの生産
に伴う直接・間接的な排出量を把握（波及効
果を反映）することが可能。（カバー率大）

デメリット

原単位は多種の製品の平均的な単位生産額あ
たりの排出量を示しており、建材や建築にお
ける努力の詳細・個別分析が困難。

第三者検証 必ずしも必要としない 必須

業界CFP 等

ライフサイクルの各段階で投入した資源・エネルギーと作り
出された各製品から収集・集計して作成された原単位

考慮無し
ライフサイクルの各段階で投入した資源・エネルギー（イン
プット）と排出物（アウトプット）を詳細に収集・集計して
いるため、建材や建築における努力の詳細・個別分析が可
能。

ライフサイクルに含まれるプロセスは非常に複雑であり、積
み上げ法により排出原単位を作成するには多大な労力が必
要。網羅的な整備が難しいため必要な原単位が存在しない可
能性あり。

必ずしも必要としない

該当データ 3EID、AIJ-LCA原単位データベースなど
AIST-IDEA

など

SuMPO-Climate宣
言(検証有) SuMPO-EPD など

産業連関分析法 積み上げ法
CFP

一般製品(部門・品目単位）~ 個別製品
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積み上げベースの個別製品の建材環境データ整備についても、当面は普及期としてあらゆる

資源を活用し、CFP に代表される EPD 以外の建材環境データについても検討していく。一方

で、建材について海外では EPD を用いた積み上げベースが主流であるため、国際整合について

引き続き検討する。 

 5 
図 4-2-3. 積み上げベースの個別製品の建材環境データ整備方針 
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4-3.  EPD 整備の本格始動/データベース構築に向けた産業界への働きかけ 

 

 

図 4-3-1. 工業会団体 PCR 策定・EPD 取得推進体制 

第一回検討会にて主旨説明を行い、第二回で進捗調査アンケートへの協力を依頼。業界全体5 

での進捗状況を把握し、課題を抽出し取り組みを推進していく。年度内に第 3 回を実施予定。並

行して、工業会向け LCA 講習会（全 3 回）も実施予定。 

 

図 4-3-2. 建材 EPD 検討会議 スケジュール 
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検討会の主な役割は工業会及び企業における取組状況の進捗確認。建材分野ごとの課題に対

し、学識者やオブザーバーより助言を行うことで各取り組みを推進する。 

 

図 4-3-3. 建材 EPD 検討会 主な役割 

 5 

第一回検討会が 10 月 4 日に開催された。建材 PCR・EPD 整備方針について説明と先行工業会

からの取組紹介、各社課題感の共有がなされた。 

 

図 4-3-4. 第一回建材 EPD 検討会議題 

  10 
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各工業会・メーカーにより進捗状況は様々。建材の製造工程や性能、性質による課題感はあ

るが、工業会 EPD 取得に対しては意欲的な意見が多数出された。 

 

図 4-3-5. 参加工業会から出された意見 

 5 

学識委員からは個社・工業会毎の事情に配慮した整備方針と進捗状況に応じたきめ細かいバ

ックアップ体制を行う姿勢が示された。 

 

図 4-3-6. 学識委員から出された意見 

 10 



107 
 

参加省庁からは、検討会議に対する期待感と、関連省庁が連携したより一層の取り組みを後

押しする姿勢が示された。 

 

図 4-3-7. 関連省庁から出された意見 

 5 

第二回検討会では、①建材 PCR・EPD 整備体制の提示②LCA に関する基礎知識の紹介③今後

各工業会に実施を予定している PCR・EPD 整備進捗状況調査について説明がなされた。 

 

図 4-3-8. 第二回建材 EPD 検討会議題 

  10 
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関係省庁連絡会議の設置の紹介と、LCA 制度化に向けた検討体制が示された。検討体制につ

いては、推進会議・データベース SWG・建材 EPD 検討会議との連携の重要性について示された。 

 

図 4-3-9. LCA 算定手法の確立・制度化に向けた検討体制について 

 5 

CO2 原単位の整備推進計画では、25 年度から PCR・EPD 策定を開始するスケジュール感が示

された。本 SWG は、PCR 等策定にあたっての基本的ルールの整理を行う役割が期待されている。 

 

図 4-3-10. 建材 EPD 検討会議を活用した CO2原単位の整備推進 

検討会では今後約 30 団体*に PCR の策定状況や LCA 人材育成などについてアンケートを実施10 

した。建材毎の業界全般の平均的な状況の把握と課題を抽出する。 

※日本建材・住宅設備産業協会の会員業界団体などを対象 
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図 4-3-11. 調査概要 

 

 アンケートの回答率は 74％。未提出団体は進捗に何らかの課題を抱えるとし、第三回建材

EPD 検討会議（3/7）に向け、集計作業を進めている。 5 

 

図 4-3-12. 建材 EPD 検討会議アンケート集計状況の速報 

 アンケート結果より、LCA の認知と PCR 策定の進捗状況について建材別マッピングを行うな

どして業界別の進捗状況を把握する。SWG では課題のある業界に対し個別に取組みを後押しす

る措置を検討する。 10 
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図 4-3-13. 建材 EPD 検討会議アンケート回答状況の速報・取り纏め方針 

 

 素材系の材料については建築分野以外にも影響が大きく特殊性があるため個別に整備を進め5 

る。検討体制は関係省庁と連携し調整する。 

 

図 4-3-14. 鉄、コンクリート、セメント、木材、設備機器の原単位作成の体制 

 一般建材については建材 EPD 検討会議で会員団体を中心に進捗調査を開始する一方、公共建

築工事標準仕様書の節分類数は 250 程度あり、建築工事については 120 団体については確認済み。10 

設備の情報は現在調査中。 
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図 4-3-15. 建材 EPD 検討会議で調査対象とする団体・企業 

 

 設備関連の PCR は認定済み・策定中合わせて 12 件（11 月末時点）。最新の動向としては「空

調設備」の PCR 策定が開始され、年内に第一回 WG が開催される予定。SWG では設備業界の進5 

捗について建材 EPD 検討会議と合わせた進捗管理を行っていく。 

 

図 4-3-16. 設備関連資機材の取組 

 機械設備工事関連団体についても情報収集が進む。電気設備については電気設備学会へのア

プローチを検討中。建材 EPD 検討会議と連携し業界ヒアリングを進める。 10 
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図 4-3-17. 設備機器の工業団体調査状況報告 

 

 2月中旬に「建材および建設製品 PCR」の意見公募用ドラフトが SuMPO EPD HP上で掲載され

る。意見公募は 3 月 13 日まで。PCR 公開は 2025 年 4 月頃を予定している。 5 

 

図 4-3-18. PCR 策定概要及びスケジュール 
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 来年度からの法制化検討に備え、今年度中に SWG でデータ作成基本方針をまとめる。草案を

元に基本方針に反映すべき内容について SWG 委員より意見を徴収する。 

 

図 4-3-19. 建築物のホールライフカーボン算定のためのデータ作成の基本方針（案）（1/2） 

 5 

 

図 4-3-20. 建築物のホールライフカーボン算定のためのデータ作成の基本方針（案）（2/2） 
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基本方針案で示すデータ群の分類や団体個社からのデータを承認する組織の所在など、将来

目指すべき姿と普及期における当面の対応を踏まえ SWG 内で審議する。 

 

図 4-3-21. 特に議論すべきポイント 

 5 

建材環境データ群の構成と位置づけはデータの使われ方や将来規制化をイメージして検討す

る。 

 

図 4-3-22. データ群の分類と位置づけ・作成者の整理 

 10 
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データ作成ルールとデータの第三者検証の必要性について議論する。原案は作成ルールには

認証を求め、データには当面の対応として認証をマストとせず自己宣言を容認する方針。 

 

図 4-3-23. データ群の分類と算定ルールの第三者認証有無の整理 

 5 

 

図 4-3-24. 設計者・施工者目線による建材環境データ群の位置づけ整理 
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図 4-3-25. 建築材料データベース ÖKOBAUDAT におけるデータカテゴリー 

 

 5 

 

図 4-3-26. データ群の分類 表示の仕方について 
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データベースの整備・維持管理体制に必要な機能を想定し、当面と将来の役割分担を検討す

る。将来的に役割を担う機関として恒久的組織設立の必要性についても議論する。 

 

 

図 4-3-27. データベースの整備･維持管理体制に関する役割分担と組織 5 
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図 4-3-28. 今後整備すべきデータベースの在り方検討図 

 

新規検証機関候補に対し、体制構築に向けた取組状況を確認した。最大の課題は人材育成の

加速化と先行する検証機関からのサポートの受け入れ。 5 

 

図 4-3-29. 認証体制構築に向けた取組 
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2024 年 3 月に発表されたベターリビング中期計画において建築の部品設備分野の LCA 算定・

第三者検証需要への対応についての取組が明記された。SWG は、取組推進として関連機関への

体制構築サポートを継続する。 

 

図 4-3-30. ベターリビング中期計画 5 

2024 年 6 月 27 日に SuMPO による検証機関向け説明会が実施予定。2024 年度に EPD が認証機

関等の組織による EPD 検証の実施が可能な枠組みに変更される。 

 

図 4-3-31. SuMPO 環境ラベルプログラム 検証機関向け説明会 

  10 
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SuMPO は検証機関向け説明会（6/27 実施）において、新設の EPD 検証機関登録制度を発表し

た。 GPI*には検証機関として登録するための要件や検証員に求められる力量が定められている。 

*基本プログラム要件 

 

図 4-3-32. SuMPO 検証機関向け説明会資料（組織・人員等に対する要求事項） 5 
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4-4.  データベースの海外動向の詳細調査 

 

調査期間内で日独 WEB 会議を開催し、調査内容の推進会議との情報共有を図る。本 SWG 側

からもデータベース整備方法に関する質疑を発信し、今後の具体的な整備の進め方の参考とす

る。 5 

 

 
図 4-4-1. ドイツ BBSR 意見交換会の SWG 側質疑まとめ 

  



122 
 

1 日目は LCA 関連における最新の取組状況や政策への展開について情報交換、2 日目は日本側

からドイツ側に向けた質疑応答を行った。互いの情報が両国の LCA の発展に寄与するとし、今

後も日独情報交換会議を継続することで合意した。 

 
図 4-4-2. 第一回ドイツ BBSR 意見交換会 議事要旨 5 

 

両国からの質疑を通じて両国間の最新取組状況や将来展望について意見交換を行い、データ

ベース整備環境を取り巻く背景について理解を深めた。次回の開催は 1 月として合意された。 

 

図 4-4-3. 第二回ドイツ BBSR 意見交換会 議事要旨 10 
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ドイツ側は、現場への輸送（A4）と施工（A5）の算定、日本側は素材系データベースの整備

について、両国が抱える直近の課題について、互いの知見や最新の取組み事例をもとに意見交

換を行った。 

 

図 4-4-4. 第三回ドイツ BBSR 意見交換会 議事要旨 5 

 

日本側出席者からは、ドイツ側からの情報が日本の今後の展開を考える上で参考になったと

いう意見が多数であった。特に、ドイツでの課題感や整備の仕組みについて、日本での LCA 実

践や政策立案に活用されることが期待されている。 

 10 

図 4-4-5. 意見交換会の感想まとめ 
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BBSR を中心にドイツの各ステークホルダーにヒアリングを実施した。 

 

図 4-4-6. ドイツでのヒアリング概要 

 

BBSR は連邦住宅・都市開発・建設省の所管にある研究所。ドイツにおける建築物 LCA の一5 

連のモデルを管轄しており、ジェネリックデータの構築を行っている。一方、EPD の策定には

直接関わっていない。 

 

図 4-4-7. ドイツのデータベース整備に関する歩み 

  10 
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ジェネリックデータは Gabi をベースとしたデータであり、10-30%の安全側割増が加味されて

いる。 

 

図 4-4-8. ジェネリックデータの割増し（1/2） 

 5 

ジェネリックデータの開発と無償公開により LCA 実施の環境が整えられた。建材メーカー

は、より優れた値を証明するため EPD 取得に取り組むといった使われ方もされており、EPD 普

及に寄与している。

 

図 4-4-9. ジェネリックデータの割増し（2/2） 10 
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ドイツで EPD が普及した背景として、EU タクソノミーや EPBD など法規制の影響が大きく、

メーカー側の対応を余儀なくされている。 

 

図 4-4-10. EPD 増加の背景 

 5 

BBSR の直近の課題として設備機器のジェネリックデータ拡充などが挙げられている。 

 

図 4-4-11. BBSR の直近の課題 
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長期的な課題としては、広範な建物用途に対応するためのベンチマークの策定やデータベー

スの更新が挙げられている。 

 

図 4-4-12. BBSR の長期的な課題 

 5 

ルツケンドルフ教授（元カールスルーエ工科大）より、ドイツの反省点を踏まえた日本への

提案を頂いた。 

 

図 4-4-13. ルツケンドルフ教授（元カールスルーエ工科大）による日本への提案 

  10 
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ドイツはデータベース整備が先行している国であるが、現状の日本の課題と共通する点も多

く、今後も交流を密にし、引き続き情報共有と議論を重ねていくこととなった。 

 

図 4-4-14. ドイツのデータベース構築の最新動向 

 5 

EPD を多く取得している建材（石膏ボード・断熱材等）メーカーへのヒアリングも行った。

国内では、EPD 取得は既に一般化されている認識。EPD 取得の効率化が進む一方、第三者認証

にはまだ課題が残されている。 

 

図 4-4-15. EPD を多く取得している建材（石膏ボード・断熱材等）メーカーへのヒアリング 10 
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図 4-4-16. BBSR 提供資料の抜粋①Lead Markets for Climate Friendly Basic Products 

 

 

図 4-4-17. BBSR 提供資料の抜粋②Lead Markets for Climate Friendly Basic Products 5 
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図 4-4-18. BBSR 提供資料の抜粋③Lead Markets for Climate Friendly Basic Products 

 

 

図 4-4-19. BBSR 提供資料の抜粋④Lead Markets for Climate Friendly Basic Products 5 
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第 4 回はドイツ調査団の来日に合わせ４月末に対面開催＠東京となった。対面会議の貴重な機

会を活かし、次年度以降の日独交流の展開について意見交換を行う。 

 

図 4-4-20. 第四回ドイツ BBSR 意見交換会開催予告 

 5 

海外では、加速度的な増加。欧州に限らず EN 15804 が浸透している。 

 

 

図 4-4-21. EN15804 準拠の建築製品 EPD 登録数の推移 

  10 
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・業界平均 EPD は 1 つで多数の製品をカバー 

・建築製品品目は、断熱材と石膏製品の EPD 登録数の伸びが著しい 

 

図 4-4-22. EN 15804 の EPD 登録数と対応する製品数 

 5 

フランスの EPD 登録数の推移 

2023 年で 5,000 件超。主要国内で最多。 

 

図 4-4-23. フランスの EPD 登録数の推移 

  10 
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ドイツの EPD 登録数の推移 

主流 EPD プログラムは IBU。IBU が企業ごとに EPD を作成、発行するツール”IBU Verified Tool 

EPD”を運用して 10 年経っており、一定の登録数がある。将来的に IBU Verified Tool EPD のデー

タは IBU に取り込む予定。 

 5 

図 4-4-24. ドイツの EPD 登録数の推移 

 

米国では、カリフォルニア州における EPD 取得のインセンティブ※により、2019 年に爆発的

に増加。 

 10 

図 4-4-25. アメリカの EPD 登録数の推移 
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4-5. BIM 連携に向けた対応と調査 

 

建設業界におけるデジタル化と脱炭素達成に向けての活動の推進の流れは将来的に連携が必

要である。両者の制度設計に関する動向を共有することを目的に建材設備メーカー等を対象と

した合同説明会が実施された。 5 

 

図 4-5-1. 『建築 BIM』及び『建材・設備 EPD』合同説明会 

 

 
図 4-5-2. 『建築 BIM』及び『建材・設備 EPD』の重要性 10 
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図 4-5-3. 建築 BIM 推進会議等の状況 

 

 
図 4-5-4. 建築 BIM 推進会議等の状況 5 
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図 4-5-5. EPD の課題と今後の方向性 

 

国交省における令和 7年度予算要求の主要項目に、BIMと連携したLCCの算定・評価（LCA）

等への支援が含まれる。 5 

 

 

図 4-5-6. 国交省における令和 7 年度予算要求 
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建築 BIM の普及拡大と LCA の実施を支援する事業が創設され、BIM モデル作成の支援~LCA

の実施を総合的に支援する。事業概要には、BIM モデルと部材等の CO2 原単位の紐づけも含ま

れる。 

 
図 4-5-8. 建築 GX・DX 推進事業 5 
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BIM モデルを作成した上で LCA を行う事業への補助額等が示された。さらに LCA 算定に必要

な CO2原単位を策定する場合は上乗せ補助額が適用される。 

 

 

図 4-5-9. 建築 GX・DX 推進事業 補助額 5 
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BIM 推進会議における建築確認に向けた環境整備ロードマップより、BIM 図面審査の対応開

始は 2025 年度後半。BIMデータからの数量を概炭算定に活用できるのは 2028 年度以降と予想さ

れる。 

 
図 4-5-10. BIM 推進会議における建築確認に向けた環境整備ロードマップ 5 

 

建築 BIM からの数量や材料属性を含む建物情報を活用し、より実態に即した積み上げによる

建築物 GHG 排出量算定が可能となる。出力形式等は使用側要望により今後の調整が可能であり、

データ整備・ツール開発側と進捗状況の共有を行っていく。 

 10 
図 4-5-11. BIM を通じた建築データの活用 
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BIM による LCA 算定の効率化を目的とし、BIM と EPD の連携に向けた動きが世界で広がって

いる。ISO22057 ではデータ・テンプレートを用い EPD を構造化することで自動連携した情報処

理を行うための要求条件が示されている。 

 

図 4-5-12. ISO 22057「建築物及び土木構造物の持続可能性―建設情報モデリング（BIM） における 5 

環境製品宣言（EPD）使用のためのデータテンプレート」 

 

欧州委員会による製品の LCA の実施方法を詳細に示したガイドライン ILCD*を統合し、さら

に EPD 固有の情報を統合する拡張機能が追加されたデジタル形式の『ILCD＋EPD』が開発され、

EPD 情報のツール読み込みが可能となっている。 10 

*International Reference Life Cycle Data system 

 
図 4-5-13. ドイツにおけるデジタルデータ変換を活用した標準化プロセス 
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ILCD の他確立された２大フォーマットの一つとして ecoSpold がある。形式は同様に xml 形式。

AIST-IDEA は ecoSpold フォーマットに変換可能。無料オープンソース LCA ソフトウェア

openLCA のフォーマットコンバーターにより ILCD と相互で形式変換が可能になっている。 

 

図 4-5-14. データフォーマット ecoSpold 5 

 

 関連する取り組みとして、BIM と外部データを連携させる取組と標準仕様書のデジタル化に

ついて紹介する。早期にこれら取組との連携を検討することでデータベース活用の可能性がさ

らに高まる。 

 10 

図 4-5-15. BIM と外部データを連携させる取組と標準仕様書のデジタル化 
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4-6.  関連省庁との連携・情報共有 

 

第一回建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関連省庁連絡会議が開催(11/11)され、関

係省庁の取組状況について報告がなされた。本会議は関係省庁が建築物に係る LCA の具体的な

制度化に向けて議論を行う場とし、必要な施策を総合的かつ計画的に推進する。 5 

 
図 4-6-1. 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議 
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LCA 制度化に向けた検討体制では、ゼロカーボン推進会議・データベース SWG・建材 EPD検

討会議との連携の重要性について示された。 

 

図 4-6-2. LCA 算定手法の確立・制度化に向けた検討体制について 

 5 

省庁連絡会議における主な検討事項案には、本 SWG で取り組む CO2原単位整備が含まれる。 

 

図 4-6-3. 検討事項について 
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2024 年 4 月、環境省より我が国の 2022 年度の温室効果ガス排出・吸収量が報告された。国連

への報告値には環境配慮型コンクリートによる CO2固定量が含まれると発表。 

 

図 4-6-4. 「2022 年度の温室効果ガス排出・吸収量」概要 

 5 

建設会社が開発する 3 類型（4 種類）環境配慮型コンクリートによる吸収量（CO2 固定量）が

算定された。 

 

図 4-6-5. 環境配慮型コンクリートの新規算定 

10 

■「2022年度の温室効果ガス排出・吸収量」概要 
・2022年度の温室効果ガス排出・吸収量は、約10億8,500万ｔ 
  2021年度比で▲2.3％（約2,510万トン） 
  2013年度比で▲22.9％（約３億2,210万トン） 
      ⇒2050年ネットゼロに向けた順調な減少傾向
・代替フロン等（HFCs・PFCs・SF6・NF3）の排出量は 
     約5,170万t   
 2021年比で▲ 1.4％（2009年以降初めて減少）
・世界初 ブルーカーボン生態系の一つである海草藻場及び 
     海藻藻場における吸収量を合わせて算定し報告
・世界初 ４種類の環境配慮型コンクリートによる吸収量 
    （CO2固定量）を算定し、合計約17トンの値を報告

⇒今後はJクレジット化に向けた検討を進める。
【出典】環境省2024年4月12日 報道発表資料 URLhttps://www.env.go.jp/press/press_03046.html
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経済産業省は、データ品質が担保され利活用しやすい 2 次データベースとして、AIST-IDEA の

今後の整備及び提供動向に関して産業技術総合研究所と連携して進めていくとして提言を発表

した。（2024 年 1 月発表）。 

 

図 4-6-6. 経産省「LCA 活用推進コンソーシアムへの提言」 5 

 

 

図 4-6-7. 一次データと二次データ 
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環境省は事業者等へカーボン・オフセットの適切な取組を促すため、規範等を示した指針と、

事業者がオフセットに取り組む上でのガイドラインを作成。オフセットに取り組む事業者等は

任意で仕組みを活用できる。 

 

図 4-6-8. 日本におけるカーボン・オフセットに関する仕組み 5 
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国内での信頼性の高いオフセットを推進、広く理解を促すことを目的としカーボン・オフセ

ット指針及びガイドラインの改訂が行われた。 

 

 

図 4-6-10. 環境省「カーボン・オフセット指針とガイドライン」の改訂ポイント 5 
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図 4-6-11. 環境省「カーボン・オフセット指針とガイドライン」の改訂 

 

2023 年 9 月、EPA は、建築資材製品メーカー等に対し EPD の作成や、透明化、報告基準の準

備に総額 1 億ドルの助成を行うことを発表した。製品に起因する GHG 排出量の開示を促進し、5 

排出量の少ない建設資材・製品市場の需要を喚起する狙い。 

 

図 4-6-12. 助成プログラム概要 
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助成対象となるプロジェクトには EPD 作成や標準化された PCR の開発を奨励する取り組み等

が含まれる。信頼性と透明性の高い EPD や PCR の開発により、建設資材や製品の公正な比較を

可能とし、低炭素製品市場の活性化を促進させる。 

 

図 4-6-13. 対照プロジェクトの５つのカテゴリー 5 

 

 
図 4-6-14. スケジュール 



150 
 

企業による CFP の積極的な表示等や表示等を通じた消費者とのコミュニケーションを促進す

ることを目的として CFP の表示等の在り方を検討する検討会が開催された。検討会は今年度内

に CFP 表示ガイドを策定予定。 

 
図 4-6-15. CFP 表示ガイド作成の目的 5 

 

 

図 4-6-16. CFP 表示ガイド対象の「表示」 

  



151 
 

 
図 4-6-17. CFP 表示の基本原則 

 

 
図 4-6-18. CFP 表示と背景情報提供のイメージ例 5 
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林野庁は森林吸収量の算定方法について、従来の成長モデルによる算定から直接推定方法へ

見直すことを発表した。2025 年度分の吸収量算定から適用される。本動向を今後 J-CAT にも反

映することを検討する。 

 

図 4-6-19. 林野庁「森林吸収量に係る算定方法の改善方向について（中間とりまとめ）」 5 
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4-7. 今年度 SWG 成果まとめと次年度以降の課題 

 

 

図 4-7-1. 2024 年度データベース検討 SWG の活動 

  5 
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日独交流や産業界への働きかけを通じ、建築物のホールライフカーボン算定のためのデータ

を網羅的に作成・管理していくための基本ルールを策定した。さらに、関連省庁の情報交流を

促し、制度化に向けた官民連携体制を構築した。 

 

図 4-7-2. SWG 活動成果 5 

 

図 4-7-3. 次年度以降の継続及び取り組むべき課題 
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第 5 章 海外情報 

5-1.  WLC に係る世界の国・自治体等の動向調査 

算定範囲（UC のみ/WLC）、義務の内容（報告義務のみ/報告義務+上限値規制/上限値規制のみ）

等の制度の内容は各国や都市で異なる。 

既に上限値規制を導入しているのはフランス、デンマーク、ヘルシンキ、バンクーバー。 5 

EU、スウェーデンでは草案公表時期は早かったが、現状は報告義務のみ。それぞれ 2028 年と

2026年に上限値規制導入予定。 

 
図 5-1-1. OECD 建築物のホールライフカーボンに関するグローバル調査(2024) 

カリフォルニア州は建築基準法 Title 24, Part 11 (CALGreen) において、2024年 7月から一部の10 

建築物を対象にエンボディドカーボン削減を義務化した。（米国初） 

 
図 5-1-2. カリフォルニア州建築基準法 Title 24, Part 11 (CALGreen)概要 
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シンガポールには、WLCA に関連する制度として主に”Code for Environmental Sustainability of 

Building”と建築物の環境への影響と性能を評価するグリーンビルディング評価システム”Green 

Mark”がある。 

 

図 5-1-3. シンガポールの WLCA に関連する制度 5 

Code for Environmental Sustainability of Building のセクション 2 のうち、Resource Efficiency 

Measuresの選択肢の一つとしてアップフロントカーボンの算定・報告がある。その他、セクショ

ン 2では、低炭素材料や環境配慮材料の採用項目が含まれている。 

 

図 5-1-4. シンガポール Code for Environmental Sustainability of Building 10 

 

 

 



157 
 

Green Markでは、WLCAは EN15987と EN15804に準拠し、RICS Professional Statementを参照

して行うこととされている。エンボディドカーボンの算定では Singapore Green Building Council

が提供するツール BECC*1と SBCC*2を用いてエンボ ディド・カーボンを算定する。 

 

 5 

図 5-1-5. シンガポール Green Mark 

 

• 香港にはWLCAの義務制度はない。 

• SBTiやグリーンビル認証取得等を動機として任意で実施する例は多い。 

• 香港グリーンビルディングカウンシルが EC認証制度を整備中。 10 

• BEAM Plusは、HKGBCが開発した持続可能性を評価する任意の認証制度。 

• 加点項目に算定ツールを使用した LCAが含まれる。 

• 算定ツールは、任意のツール又は現地業界団体の開発した CIC Carbon Assessment Tool、

その他同等のツールのいずれかを使用する。 
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図 5-1-6. 香港の WLCA に関連する制度 

 5 
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• マレーシアではWLCAの義務制度はない。 

• 現地で使用される任意のグリーンビル認証（GreenRE、GBI、MyCREST）の中に WLCA

に関連する加点項目がある。 

• 自治体により、建材の再利用や特定のグリーンビル認証取得を求めている。 

• 現地の任意のグリーンビル認証 GreenRE では、A1-A3（コンクリート、鉄筋、レンガ、5 

セメント、鋼材・金属）の基準値に対する削減、A4-A5と B6-B7の算出が求められる。 

• 現地の任意のグリーンビル認証 GBIでは、WLC算定は求められないが、リユース建材と

リサイクル率が評価対象となる。 

• 現地のグリーンビル認証 MyCREST は、共物件では義務化されている。民間物件は任意。 

• MyCRESTでは、対象部材ごとに A1-A4のうち指定された算定範囲の UCを算定する。 10 

• 構造材を対象に A1-A4を算定する評価項目では、基準値比の削減率で加点される。
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図 5-1-7. マレーシアの WLCA に関連する制度 
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欧州 Green Public Procurement（グリーン公共調達基準） 

公共部門が環境に配慮した製品やサービスを優先的に購入することを目指す。内容は義務で

はないが、加盟国の多くが国内法やガイドラインに反映。

 5 

図 5-1-8. 欧州のグリーン調達に関連する制度 

 

アメリカ東海岸では、低カーボンコンクリート採用、再利用を可能にする建物解体、グリー

ン調達政策が主要な政策内容。アメリカ東海岸では、低カーボンコンクリート採用、再利用を

可能にする建物解体、グリーン調達政策が主要な政策内容。 10 
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図 5-1-9. アメリカのグリーン調達に関連する制度 

 

C-MORE助成プログラム 5 

環境製品宣言(EPD)を作成および検証を支援するため、米国環境保護庁(EPA)は 50 州すべてに

サービスを提供する 38の企業、大学、非営利団体に対して助成金総額約 1億 6,000ドルを支出し

た。 
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図 5-1-9. アメリカのグリーン調達助成に関連する制度 
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シンガポール政府は、2024 年度から大規模な公共建設及び ICT の調達において入札評価ポイ

ントの最大 5%をサステナビリティに割り当てることを発表。2025年度からは、この取り組みを

公共部門が主催する会議、インセンティブ、展示会やその他のイベントの公共調達まで拡大。 

 

 5 

図 5-1-10. シンガポールのグリーン調達に関連する制度 

 

香港では 183品目をグリーン調達法の対象製品に指定。一般的な流通製品で十分準拠可能なグ

リーン仕様については「義務」、市場での流通が不確実な新しいグリーン仕様については「推

奨」として、製品カテゴリごとに要件を設定している。 10 

 

図 5-1-11. 香港のグリーン調達に関連する制度 
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「GGPガイドライン v3.0」が 2020年に発行され、40種類のグリーン製品やサービスに関する

情報を提供。LCC計算ツール（建築以外の用途含む）も開発されているが、実例はまだない。 

 

図 5-1-12. マレーシアのグリーン調達に関連する制度 

 5 

モジュール D評価の対象と方法（D1と D2の定義） 

• モジュール Dは A-Cとは合算せずに、別途報告する。 

• D には D1（再利用、リサイクル、エネルギー回収）と D2（敷地外に供給するユーティ

リティ）がある。 

 10 

図 5-1-13. モジュール D 評価の対象と方法 
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ドイツ連邦建設・都市・空間研究所 (BBSR)との日独意見交換会議にてWLCA関連の各種評価

や BIM 連携の最新状況についてヒアリングした。各テーマについて、ドイツで議論中の事項を

日本でのWLCA実施計画の新たな課題として議論する。 

 

図 5-1-14. モジュール D 評価の対象と方法（ドイツ） 5 

 

モジュール D評価の対象と方法（ロンドン） 

• 評価に含まれる段階は、モジュール A-Cの全てに加えモジュール Dも別途報告する。 

• モジュール Cと Dはサーキュラーエコノミー (CE) ステートメントとの整合が必要。 

 10 

図 5-1-15. モジュール D 評価の対象と方法（ロンドン） 
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5-2.  WLC 関連の脱炭素に向けた国際イニシアティブの動向調査 

GHGプロトコル改定検討開始 

改訂の論点は①異なる組織間の比較可能性の確立、②マーケット基準、③その他方法論の 3つ。 

 

図 5-2-1. GHG プロトコル改定のポイント 5 
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用語の定義（ZEB） 

EPBD（欧州）と DOE（アメリカ）における Zero-emission Buildingの定義では、エネルギー性能

が高く、再エネで最低限の建物消費エネルギーを賄う考え方は共通。 

 

 5 
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170 
 

 
図 5-2-2. 用語の定義（ZEB 関連） 
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ベースライン/ベンチマーク（アメリカ） 

カーボン・リーダーシップ・フォーラム (CLF)は 2024年 5月にWLCAベンチマークスタディ v2

として、カリフォルニア州の 30件の新築プロジェクトをサンプルとしたWLCAの状況調査報告

書を公表した。 

 5 

図 5-2-3. カーボン・リーダーシップ・フォーラム (CLF)WLCA ベンチマークスタディ v2 

 

 

ベースライン/ベンチマーク（英ロンドン） 

• ロンドンプランにおけるWLCの現行基準値と 2030年基準値が示された。 10 

• 基準値は用途別に、企業団体等から提供された実績値に基づき設定されている。 

 

図 5-2-4. ロンドンプランにおける WLC 基準値 

 

 15 
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ベースライン/ベンチマーク（香港） 

• HKGBC climate change frameworkでは、ECベンチマーク（推奨値）を示している。 

• 評価は削減率又は絶対値で行う。 

• 地下躯体は地盤によって大きく異なるため含まない。 

 5 

図 5-2-5. 香港における WLC 基準値 

 

国別の差異を調和する工夫 

• ノルディック・サステナブル・コンストラクション（北欧閣僚評議会のプログラム）が、

北欧の建設セクターの知識共有やグリーン転換を支援するための分析をまとめた。 10 

• Work Package 1で北欧と EUの LCAの状況について報告している。 

 

図 5-2-6. ノルディック・サステナブル・コンストラクションの各国 WLCA 政策分析レポート 
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5-3.  WLCA の新たな課題に対する調査 

ダイナミック LCAの詳細（フランス） 

• EU で唯一ダイナミック LCA を採用するフランスの政治的な背景として、低炭素戦略と

林業促進の方針によるところが大きい。 

• RE2020が採用するダイナミックファクターは、GHG排出による影響評価期間 100年で算5 

出。WLC規制の算定期間 50年時点ではダイナミックファクターは「0.58」とされている。 

 
 

 

図 5-3-1. ダイナミック LCA 10 
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木材炭素貯蔵量の評価事例（イギリス） 

• 木材の End-of-Lifeシナリオは、「焼却」でなく「再利用」とする必要がある。 

• 木材の再利用は次プロジェクトの A1-A3 で評価、加工や材料の追加投入が無い限り原単

位は限りなくゼロに近くなる。 

 5 

図 5-3-2. 木材炭素貯蔵量の評価事例（イギリス） 

 

木材炭素貯蔵量の評価事例（ドイツ） 

ドイツ連邦建設・都市・空間研究所との日独意見交換会議にて WLCA関連の各種評価や BIM連

携の最新状況についてヒアリングした。各テーマについて、ドイツで議論中の事項を日本での10 

WLCA実施計画の新たな課題として議論する。 

 

図 5-3-3. 木材炭素貯蔵量の評価事例（ドイツ） 
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サーキュラーエコノミー (CE) の最新動向 取り組み内容と評価方法（ISO） 

• CEに関する 3つの新しい ISOがリリースされた。（検討開始: 2019~、リリース: 2024.5） 

• 本基準は全業界に適用可能で、建築分野に特化したものではない。 

• 今後 CEへの移行に対する企業の対応要請は強まると考えられる。 

 5 

図 5-3-4. サーキュラーエコノミー (CE) の最新動向 取り組み内容と評価方法（ISO） 

 

サーキュラーエコノミー (CE) の最新動向 取り組み内容と評価方法（アメリカ） 

BIMとサーキュラリティー - NYCEDC（ニューヨーク市経済開発公社）プロジェクト 

• 既存の建物の BIM化→新築の建物への再利用するための解体図面、新築のデザインが平10 

行して進められている。 

 

図 5-3-5. BIM とサーキュラリティー - NYCEDC（ニューヨーク市経済開発公社）プロジェクト 

 

 15 
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長寿命建築を評価する工夫 

• 11種の環境負荷物質（GHG含む）をユーロに換算し、床面積・年当たりの値で評価する。 

• 評価の際に建物の供用期間をプロジェクトの実態に即して調整可能とすることで、長寿

命建築を評価できるようにしている。 

 5 

 

 
図 5-3-6. 長寿命建築を評価する工夫（オランダ） 
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• ドイツでは、解体しないリノベーションへの転換を進めている。 

• 一例として既存外壁に新設外装を取付けることで、エネルギー効率の向上と CO2及び廃

棄量削減の両立を目指している。 

 

図 5-3-7. 解体しないリノベーションへの転換（ドイツ） 5 

 

BIM連携推進のための仕組みや制度（業界連携等）（アメリカ） 

• 2024年 2月 DOEが新築建物のエンボディドカーボン削減の参考ガイドを出版。 

• エンボディドカーボンの説明、LCA についての説明、ツール、データベース、参考情報

を紹介。 10 

• ツールを 5つのカテゴリーで整理。 

 

図 5-3-8. BIM 連携推進のための仕組みや制度（業界連携等）（アメリカ） 
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BIM連携推進のための仕組みや制度（業界連携等）（ドイツ） 

• 建築許可のデジタル化プロジェクト（PJ 名称: ACCORD）がフィンランド、エストニア

先導でドイツ、イギリス、スペインで進行中。 

• WLCAの評価も連携する計画。 

5 

 

図 5-3-9. 建築許可のデジタル化プロジェクト（PJ 名称: ACCORD） 
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5-4.  WLCA に係る研修制度・資格制度 

建築分野に特化したWLCA教育制度や資格制度の調査 

欧米の各国では、WLCA に関する研修制度が豊富にあるが、WLCA に特化した資格はない。建

築分野の資格制度を創設する予定がある。既存の資格や体制を活かして間接的に WLCA の精度

を担保する制度がある。 5 

 

図 5-4-1. 建築分野に特化した WLCA 教育制度や資格制度 

5-5.  海外発信活動 

ドイツ BBSR意見交換会（2024年 7月、10月、1月開催） 

LCA 関連の最新の取組状況について情報交換を行った。互いの情報が両国の LCAの発展に寄与10 

するため、今後も日独情報交換会議を継続することで合意した。 

 

図 5-5-1. ドイツ BBSR 意見交換会 



180 
 

Ecobalance 2024ポスター発表（2024年 11月開催） 

海外発信の一環として国際会議 Ecobalance2024＠仙台（11月 3-7日）で J-CAT及び推進会議の取

り組みについてポスター発表を行った。 

 

 5 

 

図 5-5-2. Ecobalance 2024 ポスター発表 
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SBE25 Tokyo 投稿報告 

SBE25 Tokyoは’25年 9月 24-25日に開催予定で、5本フルペーパーを提出予定。 

6月 13日採否通知予定。 

 

図 5-5-3. SBE25 Tokyo 投稿報告 5 
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5-6.  2024 年度まとめ、今後の調査項目及び取り組み 

 

 

 

調査結果論点調査項目

WLCA先進国（欧州・北米）の最新動向およびアジア圏の状況調査①

先行する欧州とアメリカでは以下の流れ。
• EUではEPBDの改正で26年に上限値導入を含むロードマップ策定予定。

28年に1,000m2以上の新築、30年にすべての新築にWLC評価義務予定。
• 当初（22-23年）から上限値を導入したフランス、デンマークなどでは、2-3
年ごとに上限値を強化の方針。

• 当初（22年）は評価義務のみを導入したスウェーデンでは、25-26年に上
限値を導入し、5年ごとに規制強化することについて議論中。

• 国に先駆けて自治体が上限値を導入する事例もあり。ヘルシンキ市はすで
に23年に導入し、国は26年導入を議論中で、市では26年に規制強化。カ
ナダとバンクーバー市も同様の関係。

• アメリカではカリフォルニア州が米国で初めてEC削減を義務化（州のベース
ラインから10%削減など）。

国及び自治体ごとの評価
義務又は上限値導入から
強化へのタイムライン

各国WLCA規制化の動向①-1
アジアでは、評価義務や上限値はまだない。シンガポールや香港では、グリーン
ビルディング認証の選択項目としてUC算定が含まれる。

• EUはグリーン公共調達基準（任意）を策定し、入札時にLCA実施や
EPD活用等を行う施工者が有利になる枠組みとしている。

• アメリカは州によりグリーン調達支援策を実施しており、東海岸、西海岸では、
低炭素コンクリートの調達や建材のEPD提出、建物再利用などが推進され
ている。

• シンガポールはグリーン調達法により、大規模建設プロジェクトの入札時評
価ポイントの5%をサステナビリティに割り当てている。

• 香港はグリーン調達で、一般的に準拠可能なグリーン仕様については義務
に、新しい仕様については推奨としている。

グリーン調達他支援策

各国でモジュールDはA-Cとは合算せずに、別途報告。
• DにはD1（再利用、リサイクル、エネルギー回収）とD2（輸出ユーティリ
ティ）がある。

• ドイツ:DGNBでは、Dの評価が義務化。
• ロンドン:A-Cと別にDも報告義務。CとDはサーキュラーエコノミー・ステート
メントとの整合が必要。

モジュールD評価の対象
と方法①-2

調査結果論点調査項目

WLCAの推進を牽引するドライバーの最新動向調査②

SBTiビルディングセクターガイダンスの最終版が24年8月に正式公開され、エン
ボディドカーボン削減を要件に追加。

SBTiビルディングセクター
ガイダンス発行

SBTi、IEA/EBC/Annex89、
GHGプロトコル等の動向②-1 特段の進展なし。Annex89専門家会議

GHGプロトコル改定では、スコープやカテゴリの計上先変更やプロジェクト基準
導入等、大胆な改変が検討されている。

GHGプロトコル改定検討
開始

GRESBでは2025年より評価項目にEC関連を追加する予定だが、新規開発
については変更なし。GRESB

不動産業界の動向
（GRESB等）②-2

用語の定義
• EU指令や米DOEのZEBに関するレポート等で各国、地域内での定義を整
理している。

算定結果を比較するため
の共通事項（用語の定義、
ベースライン、国別の条件
の差異を調和する工夫）

その他主要エンジニアリング会
社等が発信するガイダンス、
調査結果

②-3

ベースライン/ベンチマーク
• 米CLFによるWBLCAベンチマーク・スタディ（カリフォルニア・カーボン・レポー
ト）は、カリフォルニアでの30事例を基にWLC中央値を算出(730 kg-
CO2/m2)し、一定条件内でのベンチマークに代わる統計値を示している。

• 英ロンドンプランは用途と算定範囲ごとの上限値（現行とそこから40%削減
の30年基準）を示している。

• 香港はHKGBCのフレームワークで地下躯体を対象外とした上で、用途ごと
の上限値を示している。

国別の差異を調和する工夫
北欧サステナブル・コンストラクションは、北欧6か国の制度の違いや統一した対
応を取るための推奨事項を示した。
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図 5-6-1. 2024 年度まとめ、今後の調査項目及び取り組み 

 5 

調査結果論点調査項目

WLCAの新たな課題に対する調査③

排出からの影響評価期間を100年とし、50年時点で0.58の時間係数を乗じる
（42%削減）。仏は森林国であるため、政府による木材活用奨励が背景。

フランスのダイナミックLCAの
詳細

WLCA動的評価の仕組みと
評価事例③-1

• ダイナミックLCAの採用は現状ではフランス以外では見られない。
• 英国のRICSでは、木材などを再利用した場合にはD1としてWLCとは別に
報告し、次世代建物でA1-A3の削減として報告。

• ドイツのBNBではA1-3でマイナスエミッション、C4でプラスの評価。

木材炭素貯蔵量の評価事
例③-2

• ISO 59004 サーキュラーエコノミー -用語、原則、実施に向けたガイダンス、
ISO 59020 サーキュラーエコノミー -循環性の測定と評価が発行された。

• 米では既存利用や再利用を前提とした解体が主な取り組み。
• オランダでは耐久性や更新性等の特性を反映した、⾧寿命建築の定量評
価が可能な手法を開発した。

• ドイツではリサイクルではなく解体を最小限に留める又は解体をしない改修の
トレンドが見られる。

取り組み内容と評価方法サーキュラーエコノミーの最新
動向③-3

• 設計用ソフトウェアのプラグインとしてWLCAが可能なツールもあり、BIM連携
が可能。（Autodesk、One Click LCA）

• 実務的には検討初期段階ではBIMのように詳細なモデルを作成することは
難しく、独立した建物EC算定ツール（Epic、kaleidoscope）や材料選定
ツール（EC3）が使い勝手が良い場面もあり、使い分けている。

• フィンランドとエストニア主導で、BIMと連携した建築許可システムを試行中
で、WLCAとの連携も計画中。

BIM連携推進のための
仕組みや制度
（業界連携等）

③-4

取り組みが先進的な各国のWLCAに係る研修制度調査④

• 各国共、WLCAに特化した資格はない。
• 米では資格整備中。
• 教育制度として、大学、建築家協会、業界団体等のセミナーは多数ある。

建築分野に特化したWLCA
教育制度や資格制度の調査④-1

LCA算定専門家に特定した報酬制度はない。算定専門家の報酬制度④-2



184 
 

第 6 章 WLCA 円滑運用 

WLCA円滑運用検討 SWG④活動として、 

①J-CATをはじめとするWLCAツール全般の円滑な運用に係る検討 

②J-CATの普及のための講習・研修の運営に係る検討 

③建築分野（企画、設計、建設、運用、建材製造）のWLCA人材育成に係る検討 5 

を計画した。 

 

図 6-1. WLCA 円滑運用検討 SWG④活動計画 

 

図 6-2. WLCA 円滑運用検討 SWG④における検討内容 10 

①J-CATをはじめとするWLCAツール全般の円滑な運用に係る検討
②J-CATの普及のための講習・研修の運営に係る検討
③建築分野（企画、設計、建設、運用、建材製造）のWLCA人材育成に係る検討

活動計画案

①J-CATをはじめとするWLCAツール全般の円滑な運用に係る検討
①-1 各種WLCAツールに関する調査
①-2 各種WLCAツールの運用に関する課題整理
①-3 J-CATの算定結果の信頼性確保の制度 (研修･資格制度など)整備

②J-CATの普及のための講習・研修の運営に係る検討
②-1 講習会・研修会の企画・運営

③建築分野（企画、設計、建設、運用、建材製造）の
WLCA人材育成に係る検討
③-1 海外におけるWLCA人材育成制度の調査［海外情報SWGと連携して実施］
③-2建築分野（企画、設計、建設、運用、建材製造）に求められる

WLCA人材像に係る検討
③-3建築分野のWLCA人材育成システムのあり方に係る検討
③-4建築分野のWLCA専門家の職能確立・報酬等に係る検討

①J-CATの普及のための講習・研修の運営に係る検討
②建築分野（企画、設計、建設、運用、建材製造）のWLCA人材育成に係る検討

活動計画案

SWG（人材育成委員会と合同）における検討（24/10/17）
（１）講習会・研修会の企画・運営
引き続き J-CAT正式版シンポジウム、登録者講習を実施する

11月1日 J-CAT正式版シンポジウム
11月下旬より 正式版登録者講習実施

一般向け講習会は終了（見逃し配信を実施）
参考 人材育成委員会における検討
■教科書となる「解説書」等の検討
正式名称
①J-CAT:建築物ホールライフカーボン算定 解説書
②J-CAT:建築物ホールライフカーボン算定 講習テキスト
③J-CAT:建築物ホールライフカーボン算定ツール（操作マニュアル）

解説書の執筆担当、スケジュール、査読方法等を検討、実施
■講習の検討
ＷEB講習方法、料金等の検討
■ドイツ等における資格制度の検討
まだ資格制度の制度化には至っていないが、注視する
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第 7 章 まとめと今後の課題 

今年度の成果概要と今後の課題を取りまとめた。 

 

表 7-1. 今年度の成果概要と今後の課題 

 5 
 

2024年度ゼロカーボンビル推進会議の成果概要と今後の課題
今後の課題成果概要

政策、制度への展開支援日本におけるWLCA制度化のための行
政基盤の整備支援①基本問題

J-CAT の改良､活用､普及
J-CAT戸建の開発
削減貢献量、ダイナミックLCA
設計ガイドライン策定
改修評価、WEB化、BIM連携
ツールの第三者認証の必要性検討

J-CAT 正式版の完成
CASBEE-建築との連携
継続的な改良

②ツール開発

主要関係業界（素材系）データ
整備支援
設備分野など業界団体への働き
かけ
EPD取得を促すデータベース作
成方針の検討
（建材EPD＞AIJ DBとなる場合の対処
方法など）
データベース維持管理体制構築
データベースのBIM組込

建材データベース作成の基本方針立
案
データベース運営体制と将来展望の
整理
建材EPD検討会議との連携、日独意
見交換会の開催

③データベース

加速化する
海外動向の調査継続
継続的な海外発信

先行する海外（欧米、アジア圏）動向
調査
海外発信（国際学会発表）

④海外情報

WLCA人材育成に係る最新動向
調査、検討を継続

講習会・研修会の企画・運営
建築分野のWLCA人材育成に係る検討⑤WLCA円滑運用
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APPENDIX-1  ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）との意見

公開会の開催報告 

 
図 APPENDIX-1-1. 第一回ドイツ BBSR 意見交換会開催報告(1/2) 

 5 

図 APPENDIX-1-2. 第一回ドイツ BBSR 意見交換会開催報告(2/2) 

WEB会議日程（日独通訳付き・日本時間）
1日目:7月23日（火）17:00-21:00
2日目:7月25日（木）17:00-19:00

参加者:
ドイツ側:ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）

Dr.Kerz氏、Brockman氏（In Dataご担当）ほか
建築研究所 八木委員（LCA調査のため訪独中）

4ds Int. GmbH Founder CEO
金田 真聡氏（基本問題WG委員、在ドイツ）

日本側:伊香賀主査、清家主査、磯部委員、兼松委員、丹羽幹事他総勢26名

【開催報告】
ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）との

WEB会議

7月下旬、ドイツの建材環境情報データベース調査の一環として、ドイツ
側BBSR・八木委員、日本側清家主査（総勢26名）も交えたWEB会議を、延べ
2日間にわたって実施した。

データベース海外動向の詳細調査
第一回ドイツBBSR意見交換会開催報告(1/2)

ドイツ側出席者一覧
BBSRドイツ連邦建設・都市・空間研究所

ÖKOBAUDATが始まった2008年より前からBBSRに所属
されており、過去の事情も含めた全体像について把握さ
れている。現在は、BNBやQNGなど認証プログラムの開
発と運用の責任者

WB5部⾧Dr. Nicolas Kerz
ニコラス・ケルツ氏

ÖKOBAUDATやEPDの過去15年間の推移について詳し
い。データベース同士を連携させる取り組みInData（現
在はEco Platform）の発起人

WB6部⾧Dr. Tanja Brockmann
タニャ・ブロックマン氏

日本側との窓口WB7部⾧Dr. Olaf Böttcher
オラフ・ボッチャー氏

WB6所属Alberto Espina（アルベルト・エスピーナ）氏
OkobaudatやeLCAなどのツールの運用を担う

WB6所属Alberto Espina
アルベルト・エスピーナ氏

Öko-Zentrum NRW（ドイツのコンサル企業）
LCAやEPDなどに関するエキスパートThomas Rühle

トーマス・ルール氏

データベース海外動向の詳細調査
第一回ドイツBBSR意見交換会開催報告(2/2)
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図 APPENDIX-1-3. BBSR の組織体系 

 

 
図 APPENDIX-1-4. 第一回ドイツ BBSR 意見交換会出席者一覧 5 

【参考資料】日本側出席者一覧（参加者１日目23名、２日目:26名 ）
Japane

se 
notatio

n

RemarksPostAffiliationName
Attendance

Classification
July 25.July 23.

伊香賀俊治―PresidentInstitute for Built Environment and Carbon 
Neutral for SDGs （IBECs）Toshiharu IKAGAWorking 

Group Chair

Whole Life 
Carbon 

Basic Issue 
Working 
Group

金田 真聡―CEO4ds Int. GmbHMasato KanedaMember

堀江 隆一―CEOCSR Design Green Investment Advisory, Co., 
Ltd.Ryuichi HorieMember

丹羽 勝巳―
Mechanical Engineer
Engineering Director

Engineering Department
NIKKEN SEKKEI LTDKatsumi Niwasecretary 

清家 剛―Professor
Department of Socio-Cultural Environmental 
Studies, Graduate School of Frontier Sciences, 
The University of Tokyo

Tsuyoshi SeikeSubWorking 
Group Chair

Database

Subworking 
Group

磯部 孝行―lecturerMusashino UniversityTakayuki Isobe Member

岩下 博哉―EPD Program Director
SuMPO 
(Sustainable Management Promotion 
Organization)

Hiroya IwashitaMember

兼松 学Attended 30 minutes lateProfessorTokyo University of ScienceManabu KANEMATSUMember

阿部 哲也
(香山様代理)Attendance on behalf of Mr. Kayama

Chief of Building Technology 
Research Institute

The Building Center of JapanTetsuya AbeAttendance 
by proxy

呉 祐一郎―Managing DirectorCENTER FOR BETTER LIVINGYuuichirou GO Member

鈴木 俊一郎―ManagerSumitomo ForestryShun SuzukiMember

高井 啓明―Principal EngineerTAKENAKあA CorporationHiroaki TakaiMember

高橋 工―Chief ManagerTAISEI CORPORATION
Sustainability Management Promotion DivisionTakumi TakahashiMember

土屋 直子―Senior ResearcherNational Institute for Land and Infrastructure 
ManagementNaoko TsuchiyaMember

中村 仁―Managing DirectorMITSUI FUDOSAN ENGINEERING ADVISORS 
IncHitoshi NakamuraMember

原田 毅―ManagerSHIMIZU CORPORATIONTsuyoshi HaradaMember

八木 尚太朗―Research Engineer
Building Research Institute
national research and development 
agency,Japan

Shotaro YagiMember

今村 敬―Councillor, Cabinet SecretariatCabinet SecretariatTakashi Imamura

Observers

前田 亮―Counsellor for Building 
Regulations

Housing Bureau, MLIT Ryo Maeta

佐々木 雅也―
Director for Building and 

Environment
Counsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLITMasaya Sasaki

平山 鉄也―Deputy DirectorCounsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLIT Tetsuya Hirayama

佐々木 雄河―Chief OfficialCounsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLIT Yuga Sasaki

武田 高志―Chief OfficialCounsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLITTakashi Takeda

小上 佳子―NIKKEN SEKKEI LTDYoshiko OgamiConsultant

井田 浩文―General managerJapan Sustainable Building Consortium
Research & Development divisionHirohumi Ida

secretariat
赤須 里菜―ChiefJapan Sustainable Building Consortium

Research & Development divisionRina Akasu 
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図 APPENDIX-1-5. 第一回ドイツ BBSR 意見交換会の様子 

 

図 APPENDIX-1-6. 第二回ドイツ BBSR 意見交換会の議題 

データベース海外動向の詳細調査
第二回の議題（案）について

第二回の議題案はドイツ側提案として「日本におけるデータ更新への対応
とA4-A5他の評価方法」、日本側提案として「PCR違いのEPDの取り扱い
と多領域評価の動向」を取り上げる。

ドイツ側提案の議題
1. ツールのデータベース更新方法について
2. A4,A5,C1,C2の評価方法について

日本側提案の議題（案）
1. PCRが異なる（国内既存・海外等の）EPDの取り扱い
2. 多領域評価の動向
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図 APPENDIX-1-7. 第二回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（1/4） 

 

図 APPENDIX-1-8. 第二回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（2/4） 

 5 

WEB会議日程（日独通訳付き・日本時間）
10月7日（月）17:00-19:00

参加者:
ドイツ側:ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）

Dr.Kerz氏、Brockman氏（In Dataご担当）ほか
4ds Int. GmbH Founder CEO

金田 真聡氏（基本問題WG委員、在ドイツ）
日本側:伊香賀主査、清家主査、丹羽幹事、磯部委員、八木委員他総勢27名

【開催報告】
ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）との

WEB会議

10月上旬に第二回意見交換会を開催した。議題は両国からの提案により
進められ、互いのデータベース整備取組の検討状況やWLCの算定方法に
ついて意見交換を行った。次回開催は来年1月頃として決定した。

データベース海外動向の詳細調査
第二回ドイツBBSR意見交換会開催報告(1/4)

ドイツ側出席者一覧
BBSRドイツ連邦建設・都市・空間研究所

ÖKOBAUDATが始まった2008年より前からBBSRに所属
されており、過去の事情も含めた全体像について把握さ
れている。現在は、BNBやQNGなど認証プログラムの開
発と運用の責任者

WB5部⾧Nicolas Kerz
ニコラス・ケルツ氏

ÖKOBAUDATやEPDの過去15年間の推移について詳し
い。データベース同士を連携させる取り組みInData（現
在はEco Platform）の発起人

WB6部⾧Dr. Tanja Brockmann
タニャ・ブロックマン氏
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図 APPENDIX-1-9. 第二回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（3/4） 

 

図 APPENDIX-1-10. 第二回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（4/4） 

 5 

データベース海外動向の詳細調査
第二回ドイツBBSR意見交換会開催報告(4/4)
主な議題はドイツ側提案として「日本におけるデータ更新への対応
とA4-A5他の評価方法」、日本側提案として「PCR違いのEPDの取り扱い
と多領域評価の動向」を取り上げた。

＜ 議 題 ＞
・第一回会議の日本側感想まとめ
・質疑応答（ドイツ側から日本側へ）
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②A4,A5,C1,C2の算定評価方法について

・質疑応答（日本側からドイツ側へ）
①PCRが異なる（国内既存・海外等の）EPDの取り扱い
②多領域評価の動向
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図 APPENDIX-1-11. 第三回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（1/4） 

 

 
図 APPENDIX-1-12. 第三回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（2/4） 5 

 

 

 

1月末に第三回意見交換会を開催した。ドイツ側からは前回に引き続きA4、
A5関連の情報提供要望があり、ツールSWG委員による施工段階CO2排出
量と削減取組状況調査について情報提供がなされた。

データベース海外動向の詳細調査
第三回ドイツBBSR意見交換会開催報告(1/4)

WEB会議日程（日独通訳付き・日本時間）
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テーマ:
『（ドイツ提案）J-CATで採用されているA4,A5算定のデータベース』
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ドイツ側出席者一覧
BBSRドイツ連邦建設・都市・空間研究所
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タニャ・ブロックマン氏
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アルベルト・エスピーナ氏
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図 APPENDIX-1-13. 第三回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（3/4） 

 

図 APPENDIX-1-14. 第三回ドイツ BBSR 意見交換会の報告（4/4） 

【参考資料】日本側出席者一覧（参加者27名 ）

Japanese 
notationRemarksPostAffiliationName

Attendance
Classification

Jan 31

伊香賀俊治―PresidentInstitute for Built Environment and Carbon 
Neutral for SDGs （IBECs）Toshiharu IKAGA

Working 
Group 
Chair

Whole Life 
Carbon Basic 
Issue Working 

Group

金田 真聡―CEO4ds Int. GmbHMasato KanedaMember

川端 裕司Department ManagerObayashi Corporation Environmental 
Management Division, Planning DepartmentYuji KawabataMember

丹羽 勝巳―
Mechanical Engineer
Engineering Director

Engineering Department
NIKKEN SEKKEI LTDKatsumi Niwasecretary 

清家 剛―Professor
Department of Socio-Cultural Environmental 
Studies, Graduate School of Frontier 
Sciences, The University of Tokyo

Tsuyoshi Seike
SubWorkin
g Group 
Chair

Database
Subworking 

Group

磯部 孝行―lecturerMusashino UniversityTakayuki Isobe Member

岩下 博哉―EPD Program Director
SuMPO 
(Sustainable Management Promotion 
Organization)

Hiroya IwashitaMember

大杉 俊輔―building engineeringTokyo Tatemono Co., Ltd.Shunsuke OhsugiMember

兼松 学ProfessorTokyo University of ScienceManabu KANEMATSUMember

落合まみ
(香山様代理)Attendance on behalf of Mr. KayamaGeneral ManagerMarketing and Planning Dept.Mami OchiaiAttendance 

by proxy

小林 謙介―Associate ProfessorPrefectural University of HiroshimaKensuke KobayashiMember

呉 祐一郎―Managing DirectorCENTER FOR BETTER LIVINGYuuichirou GO Member

寺家 克昌―Executive DirectorJapan Construction Material & Housing 
Equipment Industries FederationKatsumasa JikeMember

鈴木 俊一郎―ManagerSumitomo ForestryShun SuzukiMember

高井 啓明―Principal EngineerTAKENAKA CorporationHiroaki TakaiMember

土屋 直子―Senior ResearcherNational Institute for Land and Infrastructure 
ManagementNaoko TsuchiyaMember

中村 仁―Managing DirectorMITSUI FUDOSAN ENGINEERING ADVISORS 
IncHitoshi NakamuraMember

原田 毅―ManagerSHIMIZU CORPORATIONTsuyoshi HaradaMember

八木 尚太朗―Research Engineer
Building Research Institute
national research and development 
agency,Japan

Shotaro YagiMember

今村 敬―Councillor, Cabinet SecretariatCabinet SecretariatTakashi Imamura

Observers

佐々木 雅也―
Director for Building and 

Environment
Counsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLITMasaya Sasaki

平山 鉄也―Deputy DirectorCounsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLIT Tetsuya Hirayama

佐々木 雄河―Chief OfficialCounsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLIT Yuga Sasaki

武田 高志―Chief OfficialCounsellor's office for Building Regulations, 
Housing Bureau, MLITTakashi Takeda

小上 佳子―NIKKEN SEKKEI LTDYoshiko OgamiConsultant

井田 浩文―General managerJapan Sustainable Building Consortium
Research & Development divisionHirohumi Ida

secretariat
赤須 里菜―ChiefJapan Sustainable Building Consortium

Research & Development divisionRina Akasu 

Main Presenter

データベース海外動向の詳細調査
第三回ドイツBBSR意見交換会開催報告(4/4)

議題案はドイツ側提案として「施工段階CO2排出量および削減取組み」、
日本側提案として「ドイツにおける素材系データベースの整備方法等」を
取り上げた。

ドイツ側提案の議題
施工段階CO2排出量および削減取組状況調査について
（J-CATで採用されているA4,A5算定のデータベース）

日本側提案の議題
素材系データベースの整備方法・

異業界（車等）との調和について


